
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

2201

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

私の勤務先（食品微生
物を扱う独法研究所）に
とって、この施策は業務
推進に有益である。今
後も拡充して推進して
欲しい。事業の推進の
ため、主担当機関であ
る国立遺伝学研究所の
研究スタッフおよび支援
要員の大幅な増員も望
まれる。

生物・ゲノム・遺伝子・Ｄ
ＮＡ等は重要な研究資
源であり、公共財として
捉えられる。このプロジ
ェクトは、参画している
機関のとってのみなら
ず、官民を問わず全国
の研究機関にとって必
須の活動である。

2202

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジーネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

科学技術政策の中で最
優先で実行すべき。

雇用創出、中小企業支
援などの効果も見込ま
れるため。

2203
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20112

「ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発」

このまま
推進す
べき

言語によるコミュニケー
ションは人間として必須
であり、音声、言語の分
野の研究を重点的に進
めることは日本国民の
利益につながると考え
られる。単に学術的な
枠組みで収まるわけで
はなく、人間が使える技
術であり、外国人とのコ
ミュニケーション、障害
者支援、高齢者支援な
ど、応用の幅も広く、重
要な分野の研究である
と思われる。

これだけ国際化が叫ば
れていても、現状は日
本人の英語の能力やコ
ミュニケーションの力は
それほど向上していな
いのが現実である。教
育という観点からは、
個々の能力を伸ばすこ
とも当然重要ではある
が、すべてをまかないき
れるわけではなく、何ら
かの工学的な支援が必
要であることから、この
施策は十分価値がある
と考えられる。

2204
民間
企業

60歳
～

総務
省

20116

電磁波計測
基盤技術の
研究開発(電
磁波センシン
グ・可視化技
術)

このまま
推進す
べき

電磁波リモセンは、地
球環境予測、災害予
測、気象予測等々に利
用でき、人類の生存に
重要な技術であるが、
未だ十分に技術的に成
熟したといえないところ
がある。このためには、
それ相当の開発資本が
必要であるが、その市
場規模は家電とか車と
かに比較するとき、民間
からその資本を期待す
ることが難しいところが
あろう。国においての施
策として優先度を高くし
て実施すべきである。

技術開発の発展段階に
おいては、よく言われる
「死の谷」といわれるも
のがあり、そこを越える
ことで成熟した技術とし
て花を咲かせることが
できる。電磁波リモセン
技術において、総務省
が施策20116で行おうと
しているものは、まさに
この技術の「死の谷」を
越えようとすることを目
指しているもであり、こ
れらの電磁波リモセン
技術の開花によって、
災害予測や気象予測等
の観測ネットワークに関
連する新規の産業興隆
も期待される。
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2205

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業が第３期を向か
えるにあたり、予算削減
されることが無いよう
に、格別のご配慮をお
願い申し上げます。

NBRPのホームページ
（http://www.nbrp.jp/）
をご覧になってもお分か
りのように、貴重且つ膨
大な生物資源が非常に
系統だって保管されて
います。私も酵母の実
験株や遺伝資源を活用
させて頂いており、効率
的な研究を進め、成果
を出す上で必須のバイ
オリソースと位置付けて
います。本事業は目先
の営利を目的としたも
のではなく、利用者が
将来的に科学の発展や
商業利益を生み出す礎
になるものです。系統の
維持管理や分配には経
費が掛かりますが、国
を挙げて、世界的にも
認められている本事業
を長期的にサポートす
ることは、真に得策と考
えます。

2206

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

大学院博士課程後期だ
けでなく，その事業対象
を前期にまで広げて事
業を継続すべきである．

次世代の日本の基礎科
学を担う研究者を育成
するために必要な事業
だと考える．

2207

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

このプログラムを来年
度も継続して実施して
いただきたい。大学、企
業、公設研究機関のこ
れまでの共同研究によ
り、事業化の目処が見
えてきている内容もあ
る。 

大学、企業、公設研究
機関が連携し事業化を
目指すこのプログラム
は、研究シーズから事
業化まで一貫して研究
を実施することができる
ため、地域イノベーショ
ンの創出に大きく貢献し
ていると考えられるた
め。

2208

大学・
公的
研究
機関 40～

文部
科学

24143

グローバル
COEプログラ

このまま
推進す

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。ただし、

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
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（独
法・公
設試
等）

49歳 省 ム べき 競争的資金の獲得が大
学にとって魅力的なも
のにするためには、間
接費を配分することが
必要である。2010年度
にグローバルCOEの間
接費が廃止されたこと
は、グローバルCOEの
各大学における意味づ
けを大きく変えてしまっ
た。間接費の復活を含
め増額が必要である。

たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。

2209

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

法人化後の大学がさら
に発展を遂げていくた
めには、創造的な価値
を生み出すことが必要
不可欠であり、その施
設の整備は教育ならび
に研究に直結する。大
学附属病院において
は、国民の求める最先
端の質の高い医療を提
供するためにも、本事
業の推進は極めて重要
であると考える。

将来を見据えた人材養
成のための教育ならび
に独創的・先端的な学
術研究を推進するため
には、安全性(耐震等)・
機能性に問題のある既
存建物の改善が必要で
あり、高度化・多様化す
る教育研究活動には十
分な新たなスペースの
確保が不可欠である。
また、地域医療の最後
の砦となる大学附属病
院の再生を行い、高度
先端医療等の提供を行
うことは、国民にとって
有益なことである。

2210
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

生命科学研究の根幹に
当たる部分であると同
時に、日本が将来にわ
たって継承すべき貴重
な国有財産である。こ
れらは遺伝子資源でも
ある。天然資源の乏し
い日本が守るべきバイ
オリソースの収集・管
理・配布を行う本プロジ
ェクトは、今後も継続し
なければならない。 

生物多様性と遺伝子資
源に関する現状を鑑み
ると、バイオリソースの
自己管理が出来ないよ
うであれば、日本は世
界に対して何の面目を
保てるのであろうか？

2211
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

個人毎に有効な薬剤を
選定できるなど、効率
的な医療を行うのに、オ
ーダーメード医療は非
常な有効な手段であ
り、是非実現させるべき
である。現在、各企業レ
ベルで実現に向けた研
究開発を進めていると
思われるが、実現のた
めのスピードを上げるた
め、国の主導や各企業
の研究開発への助成な
ど、国の果たすべき役
割は大きいと思われ、

本施策を推進すべきと
考える最大の理由は、
効率的な医療を実現で
き、医療のレベルを向
上させるという直接的な
メリットが最大の理由で
あるが、その他に効率
的な医療を行うことで、
医療費の削減にもつな
がるというメリットもあ
る。また、本技術を日本
の企業群で世界に先ん
じて確立するということ
で、新たな成長産業分
野をわが国で保有する
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是非本施策を推進して
いただきたいと思う。

という経済的なメリットも
ある。

2212

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

新世代通信網テストベ
ッド（JGN-X）構築事業
をぜひ実現していただ
きたいと思います。でき
れば、拡充し、より多く
の研究者・開発者が気
軽に利用できるようなも
のにしていただきたいと
思います。

インターネットは我々の
生活になくてはならない
ものになっています。そ
の技術をより良いもの
にするためには、実験
ができる広域ネットワー
クが必要です。インター
ネットを使って実験を行
った場合、実験による
大量の通信が、通常利
用の通信の邪魔をし
て、通常利用者に悪い
影響を与える場合があ
ります。このような問題
を回避するため、通常
利用のネットワークとは
異なる、広域実験ネット
ワークを維持管理し、拡
充していくことは大変重
要です。

2213

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設

このまま
推進す
べき

戦前から育まれ近年や
っと世界と伍すようにな
った日本の素粒子・原
子核物理と加速器の流
れを断ち切ることは国と
して大きな損失である。
よって、このまま推進す
べきです。 

戦前から育まれてきた
日本の素粒子・原子核
物理分野の最先端の技
術がここに集結してい
る。また、革新的な原子
力や物性研究にも積極
的に利用されており、こ
の施設の存在意義は大
きい。 

2214

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探究

このまま
推進す
べき

Bファクトリー実験は日
本が世界に誇れる先端
科学分野である．これを
発展させて行くことは，
素粒子物理学の発展だ
けでなく，この分野での
我が国のリードを確固と
するにも重要．

素粒子実験物理学は，
ギリシャ哲学以来続く人
類の自然に対する探究
の最先端を担う．この分
野は戦後アメリカで生ま
れ育って来た．しかし，
ここ十数年，ヨーロッパ
と日本がそれを追いつ
き，追い抜かしつつあ
る．日本がここで手を緩
めると，この重要な先端
科学分野におけるリー
ドを失っしまう．ここはな
んとしてでもその地位を
維持したい．また，この
分野は，国際共同研究
と言う面においてもトッ
プを行く．世界中のトッ
プクラスの人材が集ま
り，日夜しのぎを削って
いる．この研究体制の
なかからWEBが生まれ
た事は有名である．も
し，素粒子実験物理学
が研究されていなかっ
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たら，インターネットは
我々の生活に入ってい
ない．

2215

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

耐震化、環境対策は積
極的に行うべきである。

安全面な環境で大学を
運用させることは当然
のことであり、 
十分な検討の上で進め
るべきである。

2216

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

タンパク質解析、とりわ
けタンパク質構造解析
（構造生物学）は、あら
ゆる生命現象の根幹を
解明する研究であり、
日進月歩の技術革新が
行われている。加えて、
この分野は現在日本で
行われてる研究のうち、
ほぼ唯一といっていい
欧米と肩を並べて世界
の先端を走っている分
野であり、その優位性を
確保し続けることは非
常に重要である。従っ
て、本施策にはさらにい
っそう国家プロジェクトと
して研究費を投入し、発
展させていくことが肝要
であると思われる。

上述した国際的優位性
の維持に加えて、構造
生物学は、生命研究を
創薬、食糧問題と言っ
た社会応用に結びつけ
るのに必須の学問分野
である。とりわけ、創薬
においては、蛋白質の
立体構造に立脚した低
分子化合物のデザイン
が殆ど必須といってもよ
く、生命研究の社会還
元という立場から見て
も、構造生物学の研究
はよりいっそう奨励され
るべきであると考える。

2217

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20107
戦略的情報
通信研究開
発推進制度

このまま
推進す
べき

情報通信技術に関して
日本が先導的な立場を
維持して行くには、トッ
プダウン的な見地から、
総務省が主体となる情
報通信基礎技術に関す
る研究の促進施策が望
まれる。文科省が中心
の基礎からのボトムアッ
プ、産業施策からの経
産省のプロジェクト等と
独立に、ネットワークの
観点からの支援が重要
である。

本制度によって、非常
に多くの情報通信基礎
研究が行われている。
特に、情報通信を専門
とする大学の研究室で
は、本資金を獲得し、若
い技術者、研究者を育
ててきた実績が大きい。

ネットワークを流通する
コンテンツの大容量化・
多様化は今後益々進む
ことは間違いなく、大容
量ネットワークの構築技
術の開発は急務であり
今後のネットワーク世界
においても重要な役割
を果たす技術であると
考えます。 
情報化社会において
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2218
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

優先度を高めて取り組
むべき

ICTはもはや生活インフ
ラの一部と言えるほど
国民の生活に浸透して
おり、大容量ネットワー
クの構築技術はその基
盤と言えます。基盤とな
る技術の開発予算の削
減は国民生活の基盤の
削減にほかならないと
考えます。 
加えて、現行機器との
置き換えによって低消
費電力を実現可能であ
るならば優先度を高め
て取り組むべきと考えま
す。

2219

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

次世代の研究者を育成
する上では、なくてはな
らないプログラムである
と思われる。最先端の
研究に触れることがで
きる大学院での教育が
充実しなければ、研究
そのものに興味をもつ
学生の数が減ってしま
い、未来を担う優秀な
人材を研究に進ませる
機会を大幅に減らすこ
とにつながってしまう。
本制度を発展的に展開
させて、研究者教育の
拠点を形成していくこと
が必要であると考えら
れる。

特定の研究者に配られ
る大型研究だけでは、
学問の多様性が奪われ
ることになり、将来のブ
レイクスルーの芽を育
てることができない。い
くつかの学問分野が混
在している教育拠点の
環境を高度に整備する
ことは、広い視野をもっ
た次世代研究者の育成
に貢献すると考えられ、
長期的には大きな成果
が得られるので、積極
的に推進していく必要
があると考えられる。

2220

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

細胞はヒトなど高等真
核生物の生命単位であ
り、これを最先端計測、
高性能計算、シミュレー
ションなどの手法によ
り、どの動態を解明して
いく研究は斬新であり、
国家単位で是非推進発
展させていくプロジェクト
である。

細胞機能を理論的に解
明することができれば、
細胞動態を自由に操
り、病態の解明・治癒に
直接結びつけることが
でき、現政権がかかげ
ているライフイノベーシ
ョンと直結する。

2221

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

脳科学は、基礎的な研
究の蓄積は進んでいた
が、近年急激にその成
果が応用可能なレベル
まで進みつつある。一
方で、あやふやな知識
が誤って使われる事態
も増えている。このプロ
ジェクトは、脳科学の応
用を目指して実績のあ
る研究者集団を集めて
行っているもので、今後

脳科学戦略プロジェクト
は、まだ始まったばかり
であり、研究の蓄積が
要約進み、これから成
果が期待できる段階に
あるため、評価もない段
階で縮小や廃止するこ
とは望ましくない。
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の研究を進めるべきで
ある。特に課題Dの社
会脳の研究成果は期待
できる。

2222
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

日本の製造業の将来を
担うために不可欠であ
る次世代のエレクトロニ
クス材料の開発及びそ
の製造工程において、
印刷技術、特に塗布に
よる製造技術が不可欠
であると考えられる。 
その技術開発の為に
は、民間企業だけでなく
産学官が連携して、こと
に当たるべきであり、そ
れを後押しする当該施
策は、このまま推進す
べきであると考える。 

日本の強みは、技術力
やその技術によって開
発される材料にあると
考えられるが、それをな
かなか実業化できずに
他の国々（特にアジア）
の後塵を拝する結果と
なっている。 
その大きな要因は、民
間企業が日本国内の競
争に明け暮れているこ
とと、民間企業は総花
的な研究展開ができず
に一部分に特化せざる
を得ないことにあると考
えられます。その隙間を
埋め、加速化して、総合
力を形成する為に産学
官における研究開発が
必須であり、当該施策
はそれを大いに後押し
するものであると考える
から。

2223

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24187

産学イノベー
ション加速事
業【戦略的イ
ノベーション
創出推進】

このまま
推進す
べき

企業、大学などが単体
で取り組むには壮大か
つ革新的な目標に対
し、国が支援を行うこと
で、産学官一体となり新
産業創出の礎を築いて
欲しい。

この施策では透明導電
膜を必要としないフレキ
シブル太陽電池の開発
だけでなく、機能性高分
子の光デバイスへの応
用、IPS細胞を利用した
革新技術の開発、超伝
導の利用技術の開発と
産業の礎となりうる多く
のテーマが採択されて
いる。これらは単体で取
り組むにはあまりに壮
大で革新的なテーマが
多く、国の支援無しには
目標到達は成し遂げら
れないと考えられる。

2224

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は日
本におけるあらゆる研
究の最低ライフラインの
基盤研究費であり、研
究の原則とも言える
個々の研究者のオリジ
ナリティーを発揮し発展
させ、イノベーションの
基盤を作る研究費であ
り、さらにいっそうの研
究費の増大と強化を必
要とする。

経済大国として立場を
失ったこの日本が、科
学技術立国として国威
を保ち続けるためには、
個々の研究者が自らの
オリジナリティーで研究
を推進する根底的な研
究費である科学研究費
補助金は必須なもので
あるため。

 SSHとの関連性から、  理系文系に分かれる
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2225

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24151

サイエンス・
パートナーシ
ップ・プロジェ
クト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

SPPは、裾野の拡大、
理系人材の育成という
観点からむしろ対象の
中心を中学生にシフトし
てはどうか。 
 これに関連して、「科
学の甲子園」を高校生
に限定しているが、中
学生を対象に加えては
どうか。更に、科学の甲
子園に出場する関係者
の旅費支援も考えてい
ただきたい。 
 また、科学の甲子園
事業を行うことで、支援
校数減につながらない
よう配慮いただきたい。

高校2年生以降の支援
という意味では、SSH校
の指定で十分と考え
る。理系人材の発掘・育
成という観点から、むし
ろ、中学3年生の段階で
SPPの支援を受けた生
徒が、SSH指定校を受
験するような仕組みを
進めていくことが合理的
ではないか。 
 また、科学の甲子園で
中高生が集い、参加し
た中学生が触発され継
続的に係わっていくよう
な形式のほうが、効果
が高いのではないか。

2226
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

 
日本の科学の分野でも
特に、脳科学の研究を
今後も更に深く推し進
めていただき、世界の
中心を担えるようになる
ことを望みます。 

 
工学や医学分野も研究
が進み長寿大国となっ
た日本ですが、 
幸福感というものが物
や人間の健康以外の要
因があったといづき始
めている。 
先進国でありながらも
日本の脳科学は、残念
ながら世界の中では少
し遅れているように思わ
れる。 
肉体そのものがすべて
健全であったとしても、
本当の健康や幸せとは
すべて脳から体の状態
や、心の状態を作り出し
ていると思われうる。 
一方で市場問題、政治
や経済の考え方もすべ
てどのよな脳の状態か
ら発せられた一つの現
象であり、 
因って、社会、人間にか
かわることなど、根本な
るのが脳であると考えら
れる。 
日本の科学研究費のト
ップがバイオでそれに
相応する額が 
近年脳科学に向けられ
ているのは、望ましい。
できれば脳科学を1番に
検討していただけれ
ば、あらゆる分野(医学
のみならず物質経済、
政治に至るまで）また世
界に広く貢献できると信
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じます。

2227

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光技術を如何にネットワ
ークに取り込むかは、
次世代のネットワーク構
築の要である。適切な
光技術の開発によって
ネットワークが省電力化
し、即ち、運用コストが
低減され、情報通信利
用コストがさらに下がる
ことが期待される。直接
的な省電力効果以上
に、物流や交通の需要
を減らして、日本全体の
エネルギー消費を減ら
すことが出来る。

現在のネットワークにお
いて、光技術が進展す
れば不必要になる光－
電気、電気－光変換部
が多数ある。この部分
が装置コストを高くし、
消費電力を大きくしてい
る。本研究開発は、この
ボトルネックを除くため
にいろいろなアプローチ
から行われているの
で、将来のネットワーク
を革新する可能性が高
い。

2228

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24101
21世紀気候
変動予測革
新プログラム

このまま
推進す
べき

気候変動予測は重要な
課題である．

地球温暖化等の気候変
動問題において，高精
度な変動予測は必要で
ある．

2229

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科学研究費補助金は人
文・社会・自然科学・工
学を問わず日本の基礎
学力・研究能力を支え
る基本的な資金である
ので、微増でもよいから
着実に研究者に行き渡
るようにするべきであ
る。しかし近年若手支
援は充実してきたが、
中堅・ベテランへの配慮
が少し足りないように思
われる。特に働き盛り
の中堅（学問の世界に
はないことばです）が研
究システム的にもおざ
なりになっているので、
今後何らかの施策的配
慮が必要である

若手が自立するのは素
晴らしいが、研究マネー
ジメント能力を鍛えられ
ていない若手に大きす
ぎる資金が配布されて
いいるようにも見える。
あまり若い時期に大き
な資金を配当すると、自
分で仕事をせずに、資
金を使うために人を雇う
という本末転倒の事態
に陥る。それよりも、あ
る程度マネージメント能
力があって、学問的に
も油ののりきっている中
堅どころにもっと資金が
回るような配慮が必要
である。そのためにも若
手とベテランの区別しか
ない、競争的資金のラ
ンクに中堅というランク
を加えれうべきである

2230

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

私はグローバルCOEプ
ログラムのなかで、科
学と科学英語教えま
す。また、研究していま
す。

科学は国際的な活動で
ある。科学が必要英語
で良い論文を書くと国
際会議でその結果を提
示する生徒を教育する
ことが成功する。また、
科学の学生が能力を外
国人研究者との対話を
改善する必要がありま
す。グローバルCOEプ
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等） ログラムは非常に上記
の問題を進めることが
重要です。

2231

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

理数分野を専攻する学
生の能力や意欲を高め
ることは，将来の人材
育成の観点から，非常
に重要である．理系学
部生が大学学部段階か
ら体系的なカリキュラ
ム・セミナーに触れ，研
究成果を発表すること
は大変有益である． 

論理的思考能力に優れ
的確な判断を下せる人
材の育成は重要であ
る．論理的思考の涵養
には理数分野が最も適
しているが，その十分な
発達のためには時間を
要するため学部段階か
ら適切な指導を行う必
要があるため． 

2232
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24173

産学イノベー
ション加速事
業「先端計測
分析技術・機
器開発」

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

日本の産業が、欧米や
アジアベルト地帯の
国々と将来に亘って競
合できるためには、その
基礎・基盤となる分析科
学・計測科学、さらに
は、それらの応用技術
の具体的な振興が極め
て大切である。特に高
齢社会のWell-Beingを
見据えて、国内への対
処のみならず、課題先
進国として、それらを海
外に輸出できるだけの
高水準の研究・開発が
必要である。Wantsや個
別テーマの羅列ではな
く、具体的なビジョンと
戦略を明確にした取り
組みが求められてい
る。特に高齢社会で求
められるものは、利便
性や効率だけでない。
心の満足（幸福感）が重
要であることを確りと根
底に置いて戴きたい。
そのためには脳科学に
関わる計測・解析も重
要。是非宜しくお願い申
し上げます。

分析・計測関係では、
例えば米国のNISTでは
きちんとしたＲＯＲ：
Research on Research
を実施して、戦略的な
研究・開発を推進し始
めた。審議会形式で、
少数の有識者が貴重な
短い時間のなかで方向
を決定するのではなく、
ＲＯＲによって方向付け
の信頼度・正確度を向
上させることが、日本に
とって必須であると考え
ます。また、ビジョン・戦
略性が薄いために、脳
に関する技術開発が単
なるＢＭＩに走ったり、ま
た一方で、計測の分野
に脳関連研究・開発が
欠落している。このあた
りの改善も必要と思わ
れます。

2233
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジーネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

このプロジェクトを利用
して、微小イオンセンサ
とガスセンサの試作と
評価を行い、非常に効
率よい開発ができてい
る。

このプロジェクトで資金
も設備運営する人材も
乏しい中小企業がナノ
技術開発の参入を容易
となり、推進すべきであ
る。

2234

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは、我が
国の将来の生命科学発
展の為に、欠くべからざ
る良い制度であると思
います。

地方大学で酵母を用い
た研究を行う際に、
様々な種を提供いただ
き、大変に役立っている
からです。
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等）

2235

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学等の持続的な成
長・発展や附属病院の
地域における重要性を
考えると、本事業は特
に重要であると思われ
るので、このまま推進す
ることを望みます。

豊かな人材養成や先端
的な学術研究におい
て、高等教育の果たす
役割は大きく、また地域
医療における大学病院
の存在意義は高く、高
度先端医療等の提供は
地域の国民にとって有
益なことと思われます。

2236
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきと
考えます。 

このプロジェクトで開発
されている
myPresto/sievgeneなど
の一連のソフトウェア
は、実用上十分な性能
を持ちながら、かつ無償
であることが特長と思い
ます。sievgeneで手持ち
の低分子化合物複合体
のスコアを求めてみたと
ころ、精度良く実験値と
符合していることから、
現在は日常的に利用さ
せて頂いております。ま
たこのように無償であ
れば、既存の研究者や
開発者の効率を上げ、
新規参入研究者らにと
って敷居を下げることに
なると思われ、とても有
意義と考えます。 

2237

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24114

独）宇宙航空
研究開発機
構「地球環境
予測・統合解
析に向けた
衛星観測デ
ータの高度
化」

このまま
推進す
べき

地球観測衛星により得
られるデータの管理・提
供・統合・解析等のシス
テムの高度化は重要で
ある。

衛星により得られる
様々な地球観測データ
の利用促進のためのシ
ステム開発は，あらゆる
分野において求められ
ている．

2238

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきで
ある。科学研究費の大
型のものより、小型のも
のを拡充するとよい。

科学研究費補助金に代
表される基礎研究の支
援は日本の科学・技術
力を基盤から支えるも
のであり非常に重要で
ある。競争的に獲得さ
れる点においても、採
択に関する審査が周到
におこなわれる点にお
いても、現在好ましいや
り方が進められていると
考えられる。ただし、基
礎研究支援の見地から
研究テーマの偏りを生
む大型科研費よりも小
型のものがより拡充さ
れるとよい。
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2239

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。

2240
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

地域を挙げて推進して
きた。ここにきて、一般
市民も含み、当該プロ
ジェクトの有効性が目に
見えて評価できる状況
が実現しつつある。産
学公、それぞれが、自ら
のなすべき役割を理解
し、地域の文化、価値
観として、浸透しつつあ
る。新たな動きが、いわ
ば地域のＤＮＡとしてし
っかりと根付くために
は、単発的効果ではな
く、すくなくとも成功体験
を数年に亘り積み上げ
るべき時期。ここでトー
ンダウンしてしまって
は、元の木阿弥。

環境課題、特に、エネ
ルギー、材料の逼迫状
況は、まさしく未曾有の
壊滅的状況に陥ること
は明白。企業単独に
は、利益の追求との齟
齬から、行政、学術ふく
めた挙国体制固めがＭ
ＵＳＴ条件。血税を、こ
の分野に注入なしに、こ
の危急存亡の期を乗り
切る可能性なし。少なく
とも１０年単位で、最優
先に位置づけし、日本
のみならず、世界の救
世主樽日本を築くべし。
この基本的課題が理解
できないのでは非国民
といわれても仕方ある
まい。

2241
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

このまま推進すべき。特
に各国の研究が加速し
ている現状では減速す
べきではないと考えま
す。研究機関中心では
あるが、より産業化を進
めるために、企業の参
画をさらに進めるべきと
考えます。

電子・電気材料として
は、小型化・軽量化が
求められているが、日
本の産業としては ?
元々微細加工の高い技
術がある ?資源に乏し
くとも、省資源で高機能
な製品を製造・高付加
価値化が可能 である
点から重要。さらに近年
台湾・韓国の追い上げ
も著しく、停滞すると他
国に先に参入され、最
も利益が得られる初期
市場の獲得が難しくな
るため、このまま推進す
べきと考えます。
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2242
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

シミュレーションはいま
では実験および理論と
並ぶ科学の第三番目の
方法としての地位を不
動のものとしている．ハ
イパフォーマンス・コン
ピューティングのインフ
ラ整備は，その科学の
一方法のシミュレーショ
ンを基礎から支えるも
のとなっている．この革
新的な発展なくして基
礎科学の進展はあり得
ない．

シミュレーションの方法
で研究を展開している
学問分野は，ミクロの素
粒子の分野から宇宙論
まで，また，物理学，化
学，生物学，さらに基礎
科学から工学まで，幅
広く自然科学分野のほ
とんどを網羅している，
日本における科学・技
術のさらなる発展には，
ハイパフォーマンス・コ
ンピューティングのイン
フラの開発は欠かせな
い．

2243

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金（科
研費）は、日本の科学
技術力の基盤を支える
基礎研究推進に欠かせ
ない極めて重要な事業
である。多数の研究者
が参加する大型の研究
費を乱発する必要はな
いが、とくに30代から40
代前半の中堅・若手研
究者が独創的なアイデ
ィアを実行に移す小中
規模の研究費は科研費
をおいて他になく、重要
度が高い。

昨今は、科研費の新学
術領域をはじめ、各省
庁の受託研究において
もプロジェクト志向の大
型研究費が充実する傾
向にある。しかし、一方
で若手や中堅研究者が
柔軟な発想力で行う基
礎研究に対する支援
は、必ずしも十分とは言
えない。研究費予算の
配分として、ある程度成
果が約束された「安全
パイ」に流れる傾向を懸
念する。大型研究費を
削ってでも、たとえば若
手・中堅研究者がポス
ドク研究員を一名雇っ
て進める規模の研究費
枠を充実させるべきで
ある。

2244
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20005

周波数有効
利用に資す
る次世代宇
宙通信技術
の研究開発
（動的偏波・
周波数制御
による衛星通
信の大容量
化技術の研
究開発）

このまま
推進す
べき

衛星通信における新た
な技術として、チャレン
ジングであり、わが国の
国際競争力維持の観点
から有益と考えます。

あらたな産業として宇宙
産業への期待は大きい
ものがあります。 
その産業を総合力とし
て構築するには、ＩＣＴ技
術が不可欠でありま
す。その中核は無線通
信技術であります。衛
星通信は、電力、周波
数的の両方で厳しい条
件にあり、このような条
件下での研究開発推進
は、わが国の先進性を
維持するものと考えま
す。

経済
次世代印刷
エレクトロニ このまま

塗布を用いたエレクトロ
ニクス技術開発は今後
拡大が見込まれるフレ
キシブルデバイスにとっ

この技術は未だ開発途
上であり、各国も同様
の考えを持っていると思
われます。一方従来の
真空プロセスではフレ

13



2245
民間
企業

30～
39歳

産業
省

27007

クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

推進す
べき

て極めて重要であり、将
来の日本の基幹技術の
一つになりうると考えま
す。今後もこの技術開
発を推進すべきと思い
ます。

キシブル性・大面積化
には限界があることか
ら、印刷エレクトロニク
ス特有の新規アプリ創
出の可能性も考えられ
ます。

2246
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

本施策のうち「ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム」は成果が出るの
に時間のかかる重要な
タンパク質の研究を行
っている。基礎研究の
ため、すぐに応用面に
結びつかず、その重要
性が一般の方々に理解
されない面がある。しか
し、基礎が分からないと
応用にも結びつけること
ができない。基礎研究
を重視してやっていって
いただきたい。

成果が出るのに時間の
かかる重要な基礎研究
を行うことにより、予想
もできなかった応用の
可能性が発見された例
はたくさんある。タンパ
ク質の基礎研究は創薬
に結びつくことが期待さ
れるので、応用面を進
めていく為にも基礎研
究を重視していくべきで
ある。

2247

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

拡充し推進すべき。
重要な基礎研究の拡充
を。

2248

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

数学・数理科学者と産
業界・諸科学研究者と
が議論を行い連携を図
って課題を解決するた
めには連携拠点が必要
である．大学や研究機
関等におけるワークショ
ップ等を活発にし，研究
テーマの設定から実施
につなげるべきである

社会や諸科学に内在す
る数理的構造を見出す
ことにより，その根本的
構造の改善や、経済・
社会の効率化・スマート
化等が可能となる．これ
は数学・数理科学者と
産業界・諸科学研究者
との連携によって可能と
なるため． 

2249

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科研費の審査がこれま
での実績を重視するの
であれば、 
若手枠は必須である。
若手研究の拡張を行う
べきである。 

科研費の若手枠を縮小
することは若手が独自
に研究することをさまた
げ、日本の研究におい
て新しい分野を生み出
すような力はなくなって
いくと考えられる。また、
若手研究によって実績
をあげたものが栄転し
ていくときに、科研費で
購入した機器について
絶対的な権利をもつよ
うに配慮するべきであ
る。基本的にはそうなっ
ているはずだが、多くの
場合、研究室主宰者の
許可が必要であり、そ
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の場合に科研費を実質
的に研究室主宰者に召
し上げられる事態にな
っている。そのあたりに
ついても、きちんとした
ルール作りが重要と考
えられる。

2250
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
ス事業が、我が国の将
来にとって欠くべからず
ものである

モデル生物の遺伝学的
情報は、この後半永久
に使用できる情報とな
るため、他国に負けな
いよう、情報収集をこの
まま実施すべきだと思
います。

2251
公益
法人

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ

このまま
推進す
べき

今後の地域の活性化に
は既存産業の高度化と
新産業の創出とが不可
欠であると考えます。地
域がそのポテンシャル
を活かした政策を立案
し、その手段として産学
官連携による共同研究
を推進し、研究成果を
持続的に生み出してい
くことは、雇用などを通
じて直接その恩恵を地
域にとっては勿論のこ
と、国全体の科学技術
の発展にも貢献するも
のであり、本施策は必
要であると考えます。

本施策は「実質的かつ
包括的な」地域産学官
の連携体制が構築が要
件となっており、これま
で以上にやる気、創意
工夫のある地域への支
援にシフトしていくこと
が窺われること及び関
係省庁との連携も共通
の大きな目標（地域戦
略の推進）に対して実
施され、支援メニューの
恩恵は将来の大きな技
術変革に繋がる基礎研
究に近い部分から、事
業化に近い研究まで幅
広い部分で受けること
ができることが期待され
るため。

2252

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

名前はグリーン・イノベ
ーションであるが、グリ
ーンというのは名ばかり
で、本来の意味である
植物を利用した持続可
能な食料やエネルギー
生産に対する事業が含
まれていない。環境に
負荷をかけずに、植物
を使って効率よく食料や
エネルギーを生産する
科学技術の発展を目指
した事業を含めるべき
である。特に、現在、ゲ
ノム情報と情報科学の
融合によって多くの技
術革新があるので、こ
の分野に対する対応は
急務である。

今後、世界的に人口の
増加、発展途上国の経
済成長などにより、食料
生産、物質生産の負荷
が地球環境に与える影
響は大きい。また、気候
変動などが生じても、食
料を安定に供給する必
要がある。また、多くの
国々でゲノム情報と情
報科学を駆使した農業
技術の開発が進んでお
り、日本としてもこの分
野で専門家を育ててい
く必要がある。

国際競争力低下の一途
を辿る日本。科学技術
の重要性を再認識し、
可及的速やかに手立て

15



2253
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

を打つべし。科学技術
を疎んじて、長らえるこ
とに成功した国家は存
在しない。二番手で良
いのでは？ と言った意
識の低い官僚、政治家
の存在は邪魔以外の何
物でもない。 
 
地域では、上記の刷新
を期待しながら、地域で
やれることはすべからく
すべて貫徹する。当然、
この分野において約束
された国家プロジェクト
の見直し、まして、中断
等、言語道断。

平和ボケの極致とも言
うべき状況下、攻めて、
物事の本質を考えるべ
き文科省は、毅然たる
態度を貫くべし。この語
に及んでパブリックコメ
ントを募集すること自体
投げ買えあしい。全うな
リーダーシップ無き文科
省の猛省を望む。

2254

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

文部科学省の科学技術
政策の目玉として引き
続き推進するとともに，
広く広報するべきであ
る。

光・量子科学は日本が
世界をリードできる数少
ない分野の一つであ
り，しかも生命科学から
物質科学まで広い分野
への貢献が大きい。こ
れを伸ばすことが我が
国の科学技術の発展に
必ずつながると考えら
れる。

2255
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター

このまま
推進す
べき

大学の知の財産を地域
に受け継ぐために活動
しているもので、地方活
性化のためにも継続す
べきと考えます。

本来、大学の目的は、
教育、学問科学の進展
とともに、地域の知的中
心を担うものと思いま
す。今後の日本を活性
化するためには地域の
活性化が必須であり、さ
らにはそれを担うものと
して大学の知的発信力
が重要となります。それ
をしっかりと受け取り、
地域に展開していくシス
テムとして本事業はコン
セプト、位置づけとも重
要であるとあると思いま
す。

2256

大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法

このまま
推進す
べき 高エネルギー加速器研

究機構（ＫＥＫ）が進め
ている世界一のビーム
強度を誇り、2008年の
小林・益川両氏のノー
ベル賞受賞を決定づけ

ＫＥＫＢ加速器及び
BELLE実験は、小林・益
川両氏の理論の正しさ
を証明しましたが，新し
く多くの謎も残しました。
小林・益川両氏の理論
だけでは説明できない
宇宙から反物質が消え
去った理由などの解明
が必須です。この解明
のために，世界中で現
在の加速器の性能を超
える新しい加速器の建
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法・公
設試
等）

則の探求 た電子・陽電子衝突型
加速器（ＫＥＫＢ）を高度
化をぜひ推進するべき
である。

設計画があります。しか
し、ＫＥＫＢ加速器は、
競合実験であったアメリ
カのPEP-II加速器を上
回る世界一の性能を出
すなど，この謎の解明
をするには実績的に考
えて一番適しています。
ぜひ高度化を進めるべ
き，と考えます。

2257
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

現時点では、効果を見
極めることができず、引
き続き設定されている
高い目標実現に向けて
推進すべき。

本施策は、将来の各国
が直面する問題を回避
するための先行的施策
であり、ここでの研究開
発技術を確立すること
は、将来のわが国の産
業として成立、雇用促
進に大きく貢献すること
を期待している。

2258

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

このまま推進するととも
に，利用者の層を広め
るべく広報に努めるべ
き。

放射光は生命科学から
物質科学まで，最先端
の研究を行うのに必須
なツールとなっている。
これを最大限に利用す
るとともに，広く全国の
研究者に周知し，科学
技術の発展をより加速
させる必要がある。

2259

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

有機材料などを用いた
印刷エレクトロニクスの
開発は、グリーンエレク
トロニクス・次世代エレ
クトロニクスという二つ
の観点から、国策として
推進しなくてはらなない
きわめて重要な技術分
野と考えています。是非
推進すべきと考えます。

有機材料などを用いた
印刷エレクトロニクス分
野の進歩は、ここ２年ほ
どで急速かつ着実に進
歩しており、同分野に身
を置く私どもにとっても、
その進化の度合いは５
年後のイノベーションの
実現を予感させるに十
分なものです。本施策
は、社会のグリーン化を
日本が先導していく起
爆剤になるものと確信し
ています。

2260
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

国家的戦略上極めて重
要なインフラのひとつで
ある通信において、高
性能な通信機器の消費
電力の低減は極めて重
要な課題であり、地球
温暖化防止、CO2削減
にもつながる重要な開
発項目であると考えま
す。

近年、ネットワークトラヒ
ック急増により、ネットワ
ーク機器の電力消費量
削減が急務であり、ネッ
トワーク機器の主要LSI
は日本の優位技術であ
って、企業内に止まら
ず、大学、国と連携し、
幅広い技術開発課題を
打ち立てて、地球温暖
化、CO2排出削減に取
組むことが重要だと考
えます。 
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2261

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

優秀な学生を国内外か
ら集めるとともに、地域
における知の集積ハブ
としての役割を果たす
ために、魅力ある研究
教育環境が必要であ
り、積極的な投資が必
要。

国立大学は家庭の経済
的な基盤に関わらず高
度な教育を受ける機会
を与えるとともに、地域
における知の集積・供
給点としての役割を担
ってきた。少子化が進
む中で knowledge 
based economy への転
換を地域から支える国
立大学の役割はこれか
らますます重要となる。
また、海外からの優秀
な学生をひきつけること
は日本の研究水準の向
上にとどまらず、当該国
の upper-middle 層に知
日派を増やし、日本企
業のビジネスチャンス
の増大につながるととも
に、日本の外交・安全
保障の基盤となる重要
な施策である。 
これらを支える魅力ある
研究教育環境の整備は
必須である。

2262

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

大強度陽子加速器施設
（J-PARC）について、基
礎科学から産業応用ま
での幅広い研究開発を
是非推進するべきであ
る。

近年稼働を始めた大強
度陽子加速器施設（J-
PARC）は、陽子加速器
から発生する多彩な二
次粒子（中性子・ミュオ
ン・ニュートリノ等）を用
いた新しい研究手段を
提供する世界最高レベ
ルの実験施設です。特
に中性子は世界最高レ
ベルで供給されることが
期待されています。基
礎科学から産業応用ま
での幅広い研究開発の
手段を提供することが
期待されており，ぜひ推
進することが望まれて
います。

2263

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

地域産業育成の趣旨は
理解する。必要なの
は、地域産業育成を、
既存路線の延長上に求
める政府の姿勢そのも
のに問題がある。すな
わち、現状肯定型では
なく、新たな国家ビジョ
ンのセッティングがまず
もって必要。この土台が
ないままに、各論とも言
うべき当該プログラムの

上記の国家ビジョンが
出来上がった時点で、
当該プロジェクトの有用
性ではなく、個別内容
のクオリティーは修正、
改善可能。先に、 
地域プログラムの見直
しでは主客転倒で意味
をなさない。 
むしろ、今の壊滅的状
況下では、地域で成果
が出つつあるプログラ
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見直し、中止は全くのナ
ンセンス。

ムは官僚させるべし。

2264

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Ｂファクトリーの高輝度
化とそれによる新しい
物理法則の探求のため
の実現のための必要な
予算が準備されることを
希望します。

大規模実験でしか実現
できない研究であり、世
界的分業のなかもしＢ
ファクトリーの高輝度化
が進めなければ、この
分野の研究が途絶えて
しまします。小林、益川
理論の確立がなった
今、その先を目指そうと
いう段階にあり、新しい
物理が期待できるの
で、今止めてしますこと
は日本の存在感を弱め
ることになると思いま
す。

2265

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

女性研究者がその能力
を最大限発揮できるよう
にするためには、必要
な為、推進すべきであ
る。

2266

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは生命科
学の進展になくてはなら
ないもので、このまま推
進すべきである。

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは現在国
際的に認知されており、
我が国が誇るべき生命
科学のプロジェクトであ
る。海外からの菌株の
提供依頼も多い。我が
国の生命科学の進展に
も必須である。

2267

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（ＷＰＩ）

推進す
べきでは
ない

WPIによってカバーされ
ている領域は学問分野
のなかでもごく一部であ
る．資源が限られている
中で，ごく少数の研究者
を優遇するような政策
は行うべきでない．現在
どのような研究が行わ
れているか目に見えな
い． 

ノーベル賞的な研究は
まったくの未知の世界
に新しい道を切り開い
てくものである．すでに
評価が定まった人に大
金を投じても，革新は産
まれない．少額でも幅
広く投資した方が，革新
的研究につながる可能
性があるため． 

2268
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

60歳
～

文部
科学
省

24106

（独）科学技
術振興機構
運営費交付
金「低炭素社
会実現のた

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

建設産業の環境負荷低
減に向け、建設技術の
高度化のための長期的
展望に立った研究、技
術開発をより推奨、推
進すべきである。現状
はあまりに各要素技術
の近視眼的・即効的開
発に注力し過ぎている。
さらに、建設技術全般

全産業の1/3の二酸化
炭素排出を占めるのが
建設産業である。とか
く、病院、ホテル、事務
所をはじめとする各種
施設の設備運用時の二
酸化炭素の排出量に目
が向けられがちだが、
日本がこれまでに蓄積
してきた高い建設技術
は、それらを効果的に
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設試
等）

めの社会シ
ナリオ研究」

に関して言えば、減災、
防災、地震対策に余り
に偏った施策が行われ
ており、より俯瞰的視
点、長期的な展望に基
づいた施策が進められ
るべきである。

組合せ、融合させること
で、建築構造物の設
計、施工、維持管理、廃
棄、再利用のライフサイ
クルに於ける温室効果
ガス低減に向けて、高
い環境負荷低減効果を
生み出すことができる。

2269

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

大強度陽子加速器施設
は世界をリードする汎
用性のある実験施設で
あり、多様な成果が期
待されるので、その実
現に向けて努力が必要
です。

大強度陽子加速器施設
は基礎科学から応用科
学まで幅の広い研究を
サポート、実現すること
ができる施設であり、こ
の様な施設が国内にあ
ることは国内の研究の
活性化に大きく貢献し、
また国外のよい研究を
日本に呼び込む種火と
なります。

2270
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

高齢化の進行する中
で、自分も定年退職が
迫る状況にある。 
高齢化社会を豊かなも
のにしていくためには、
広範囲な取り組みが必
要であるが、科学技術
による取り組みも非常
に重要であり、今後
大々的に進めていくべ
きである。

思ったように体が動くよ
うに補助し、あるいは器
具を操作するために
は、ブレインマシンイン
タフェースの利用が必
要となるが、現状は日
常生活でのその利用は
困難である。 
ブレインマシンインタフ
ェースの恩恵をどこでで
も受けられるようにする
ため、本研究開発は大
変重要である。

2271
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

最先端のエレクトロニク
ス分野における日本の
素材産業の国際競争力
を維持する為に推進す
べきである。

経済危機や最近の円高
の影響もあり、国内企
業の国際競争力には非
常に苦しいものがある
が、半導体産業の二の
舞にならぬよう、国家を
挙げてしっかりとフォロ
ーして欲しい。

2272

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムによって、多くの分
野においてこの種の大
型プログラムなしでは困
難であった高度な研究
能力を持つポスドククラ
スの若手研究者の組織
的育成が可能となって
いる。また、既存の大学
組織では実現困難であ
った真に新しい研究課
題への組織的取組も可
能となり、既に世界最先
端での研究成果を挙げ
つつある。大学全体の
研究促進体制を整える

グローバルCOEは、最
先端領域分野において
日本の各大学が各々の
優れている分野に資源
を集中し、組織的な研
究推進・研究者養成を
行うために十分に機能
している。新しい分野の
研究・教育体制が整っ
てきたところで、本プロ
グラムを縮小・中断する
ことは、拠点に結集した
研究者の雇用やこれか
ら生まれてくる多大の研
究成果の喪失をもたら
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ためには、間接費の配
分を行う必要も高い。こ
れらのことにより、間接
費の復活をはじめとし
て、全体的な増額が必
要である。

すのみならず、新分野
での研究を志している
多くの優秀な学生の研
究意欲を阻害すること
になる。 

2273

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24104

ナノテクノロ
ジーを活用し
た環境技術
開発

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

我が国の優れたナノテ
クノロジーの研究ポテン
シャルを環境技術のブ
レイクスルーに活用す
るの為に推進すべきで
ある。

2274
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27001

グリーンセン
サ統合制御
システム実証
プロジェクト

このまま
推進す
べき

人がいない時に消灯す
る照明は既に実用化さ
れており、同様の技術
をより環境効果の高い
空調制御やプラント制
御に適用することは、今
後必ず必要になると思
う。但しセンシングに消
費電力がかかっては元
も子もない。電源の自
律化は是非推進いただ
きたい。

一般に自律電源（エナ
ジーハーベスト技術）
は、制御のような高信
頼性が要求される用途
には不向きと思われて
いる。本研究を通じてこ
のような用途へも適用
可能であることを実証
し、既存センサノードの
有する導入ハードル（設
置、維持コスト）を下げ、
本格普及への道筋を示
していただけることを期
待する。

2275

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

農林
水産
省

26106

鳥インフルエ
ンザ、ＢＳＥ、
口蹄疫等の
効果的なリス
ク管理技術
の開発

このまま
推進す
べき

BSEに関する基礎的研
究、および牛肉骨粉の
再資源化などの応用研
究は推進すべきであ
る。 

世界的な問題となって
いるBSEの予防法およ
び治療法の確立、また
牛肉骨粉の再資源化に
は、BSEの病原機構・感
染機構の解明が不可欠
であるのは明白であ
る。

2276

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26002

農林水産物・
食品の機能
性等を解析・
評価するた
めの基盤技
術の開発

その他

科学研究振興費・振興
調整費の枠に予算をう
つし、競争的資金として
運営するべき。

農水省が行う事業と、
科研費・振興調整費で
行う事業のすみ分けが
不明瞭。 
 
科研費・振興調整費が
文科省管轄の組織にし
か配分されないならば
そのシステムを変える
べきだが、そうでないな
らば、わざわざ省ごとに
公募する資金をもたなく
てもよい。 
農水省の管轄機関に配
るための公募ならば、
形だけの公募をやめ
て、内数であげるべき。

地域特徴を有する研究
事業化を目指して、地
域特徴を有する多くの
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2277
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

テーマと開発ポテンシャ
ルを有する地域の研究
機関を核として、産学官
連携基盤を構築し、イノ
ベーションを連鎖的に
創出するクラスター形
成を図るために、地域イ
ノベーションプログラム
の継続を是非お願いし
たい。

研究テーマがプロトタイ
プとして完成しつつある
が、高信頼性・安定的
量産技術・低価格化技
術等、持続的な産学官
連携を必要としている。
ここで中断した場合は、
積み上げてきた成果が
無に帰し、日本の将来
の産業振興に禍根を残
す。

2278

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等が求め
られる社会的要請は非
常に高いものであること
を考えると、本事業を継
続性をもって行うことが
非常に重要なことがら
であると考えます。特に
大学病院については、
地域医療の中核を担っ
ていかなければならな
い事を考えると再整備
は必須であると考えま
す。

施設の老朽化が進み、
改修等のメンテナンスを
行わなければならない
中、営利活動を主目的
としない国立大学法人
等の自主財源で賄うに
は、費用負担が多大で
あり、その結果教育研
究活動に支障をきたす
恐れがあるため。また、
病院の再整備について
は、大学病院としては、
地域の先端医療を引っ
張っていく立場であり、
さらに老朽化が進んで
いることを考えると再整
備は早急に対応すべき
だから。

2279

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。 

学術研究の発展の為に
推進すべきである。

2280

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本政策のうち「ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム」は「困難ではある
が重要なタンパク質の
研究」に焦点を絞って推
進されており、新聞に報
道されるような成果がい
くつも発表されている。
一方、地味ではあるが、
国際的に注目され、そ
の分野を学術的に先導
するような成果も続々と
報告されている。したが
って、最終年度である
23年度には特に重点的
な予算配分が必要であ
る。本年度より減額され
た23年度予算要求額が
さらに減額されることは

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することにより、全
く予想のできなかった応
用の可能性が発見され
た例は無数にある。「タ
ーゲットタンパク質研究
プログラム」で、最近、
チトクロム酸化酵素の
高分解能解析によって
細菌と哺乳類に重要な
構造的相違点が発見さ
れ、それから、創薬の
可能性が生まれている
ことも好例である。この
ように、本プログラムは
学術的進歩に大きく貢
献するだけでなく革新

22



絶対になされるべきで
はない。

的に新規な応用への貢
献も期待できる。

2281

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。 

2282
民間
企業

60歳
～

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

回路基板等の製造はア
ジア諸国の低価格化に
押され、今後ビジネスと
して日本は苦しい状況
に置かれる。半導体に
比べ、ローテク技術と言
われているが、こういう
技術をハイテクで安価
に大量に作る技術が重
要である。検査・修正技
術に関しても同時に開
発することが製造プロセ
ス確立に重要と思われ
る。

日本は最先端の半導体
に力を入れてきた。確
かに成功したが、今後
は伸び率は低いと考え
られる。パターン幅とし
てローテクでもボリュー
ムゾーンを狙った分野
にも、最先端技術を用
いて、産業を盛り返して
行く必要がある。特に材
料と密接に関連した技
術開発、製造と検査・修
正をリンクしたプロセス
開発は、総合技術力が
必要である。日本にとっ
て得意とする分野では
ないかと考えた。

2283

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本施策のうち「ターゲッ
トタンパク質研究プログ
ラム」は「困難ではある
が重要なタンパク質の
研究」に焦点を絞って推
進されており、新聞に報
道されるような成果がい
くつも発表されている。 
一方、地味ではあるが、
国際的に注目され、そ
の分野を学術的に先導
するような成果も続々と
報告されている。したが
って、最終年度である
23年度には特に重点的
な予算配分が必要であ
る。本年度より減額され
た23年度予算要求額が

困難ではあるが学術的
に重要な研究を高度に
推進することにより、ま
ったく予想のできなかっ
た応用の可能性が発見
された例は無数にあ
る。「ターゲットタンパク
質研究プログラム」で、
最近、チトクロム酸化酵
素の高分解能解析によ
って細菌と哺乳類に重
要な構造的相違点が発
見され、それから、創薬
の可能性が生まれてい
ることも好例である。こ
のように、本プログラム
は学術的進歩に大きく
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さらに減額されることは
絶対になされるべきで
はない。

貢献するだけではなく
革新的に新規な応用へ
の貢献も期待できる。

2284

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

若手研究者が、主体的
に研究に専念し、その
能力を最大限に発揮で
きるようにする為に推進
すべきである。

2285

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

資金の競争性を確保し
つつ、重厚で多様な研
究をサポートをお願いし
たい。

基礎科学など直接的に
産業につながらない研
究を行える現在の科学
研究費補助金は、研究
の多様性を保証する重
要なシステムでありま
す。一方には競争の激
化から一部にお金が集
まりすぎるという意見が
あり、それはなんらかの
修正が必要ではありま
すが、競争性は研究の
全体の質を確保するた
めにも有用であると思
います。

2286
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤

このまま
推進す
べき

今後のエレクトロニクス
機器の製造の革新技術
として必須のものと考え
ます。未だ事業化には
乗り越えるべき課題が
多く、国の援助が必要と
考えます。

今後の国際競争を勝ち
抜いて行くには、海外に
先駆けて日本で技術を
確立し、かつその優位
性を維持して行かねば
ならない分野であるた
め。

2287

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24142

大学院教育
改革推進事
業のうち、組
織的な大学
院教育改革
推進プログラ
ム

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

大学院教育の実質化
（大学院教育の組織的
展開の強化）を図る為
に推進すべきである。

2288

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

総務
省

20105
光空間通信
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

本研究は大容量の光空
間通信を実現するため
の基礎的技術を確立し
ようとする野心的研究
であると同時に，我が
国の安全保障上も重要
な研究だと思われる。

光空間通信では10Gbps
程度の伝送速度の実現
はされていると思われ
るが，本研究では
40Gbpsを目指しており，
画期的である。さらに，
大気中の伝搬方式の確
立を狙っており，大気の
揺らぎ，雲の状況の影
響を回避するプロトコル
の開発等も狙っており，
この点についても野心
的研究だと思われる。
光空間通信につては秘
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匿性も大きいことから米
軍などにおいても活発
に研究されており，我が
国の安全保障上も重要
な研究と考える。

2289

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26105

アグリ・ヘル
ス実用化研
究促進プロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

カイコ絹糸を原料とした
医療用新素材の開発
は、生物資源を実用化
研究に結びつける試み
として注目される課題で
ある。カイコを背景にし
た広範な基幹技術の蓄
積を持つ日本だからこ
そ実現可能な実用化研
究と言えよう。再生医療
材料や人工血管の開発
過程で他の新規素材に
応用できる基盤技術を
誘発するテーマでもあ
る。そのため開発される
新素材の有用性を証明
し、カイコ絹糸由来の素
材が何故優れているの
かを社会に示せるよう、
新たな特性評価基準も
必要になろう。専門の
域を超えた企業との連
携強化を図り、事業展
開の発展的推進を視野
に入れながら、優先して
実施されるべき課題で
ある。

農業生物資源を活用し
た農林水産分野におけ
るイノベーションの展開
が期待できるから 

2290

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

創造性豊かな人材養成
や独創的・先端的な学
術研究、高度先端医療
等を推進するための基
盤となる施設を整備す
る為に推進すべきであ
る。

2291

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネルギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリング
研究）」

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

最初から支給先の機関
を決めるのではなく、振
興調整費で公募を行う
べき。 

24107から24114 までの
研究課題は、どれも重
要なものであり推進す
べきと考えるが、理化学
研究所、海洋研究開発
機構、物質・材料研究
開発機構等に資金の配
分先を最初から固定す
る理由は乏しい。 
これらの資金は振興調
整費にそのまま振り分
け、達成すべきゴール
を明確に定めた上で公
募を行い、研究をうけお
う研究所、大学、企業、
あるいはその連合体と
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契約を結ぶという形に
すべき。

2292
公益
法人

50～
59歳

経済
産業
省

27170

次世代高効
率ネットワー
クデバイス技
術開発

このまま
推進す
べき

このプロジェクトは有用
な成果を上げてきてい
るにも関わらず、年度
予算が大きく減少してき
ている。当初の目標を
着実にクリアし、ネット
ワークの低消費電力化
を実現するために、最
終年度に予算を増額し
てでもしっかりとした研
究開発を進めるべきで
ある。

まだそれほど顕在化さ
れていないが、情報通
信ネットワークによる消
費電力の増大は将来大
きな問題となることが予
想されている。本プロジ
ェクトはその解決を図る
ことを目的としており、
時宜を得た重要なプロ
ジェクトである。これま
でにも、高速光通信の
標準化に貢献するなど
大きいな成果を上げて
きている。また、究極の
低消費電力電気デバイ
スである超電導デバイ
スの開発も行っており、
将来を見据えた布石も
打ってきている。このプ
ロジェクトは初年度10億
円超の予算が、年々減
少し最終年度である来
年度要求予算は3.66億
円である。このプロジェ
クトで築いてきた成果を
将来につなげるために
は、最終年度に開発が
減速しないだけの予算
を手当てすることが必
須だと考えられる。

2293

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

優れた若手研究者が、
自らの研究計画に基づ
き海外の特定の大学等
研究機関において長期
間研究に専念する為に
推進すべきである。

2294
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

特になし 特になし

2295

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ポスドクの採用が少なく
なってしまったため、お
金がいくべき人に行か
ない状況になっている
ので、ポスドクの採用枠
を増やすことを考えてほ
しい。

ポスドクの採用数が減
った結果、採用される研
究者は特に優秀である
がゆえに海外もしくは内
容のよい職をとってしま
うため、特別研究員制
度が実質的に機能をし
なくなっています。必要
としているところにお金
が行くように採用人数を
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増やす必要があると思
います。

2296

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

放射線を用いた高分子
の加工では、植物生長
促進剤、土壌改良材、
有害金属除去材などの
成果について、東南ア
ジアの各国とFNCAや
IARA/RACを通して、日
本の成果の普及や東南
アジアの各国での実用
化を支援している。この
ような情報交換だけで
なく、世界をリードする
高分子の放射線加工技
術を東南アジアの研究
者に習得させ、日本の
アジアでの競争力の堅
持のため、研究者の受
け入れや研修の予算を
増強していただければ
と思います。

東南アジアの各国の優
秀な若手研究者を指導
し、次世代の放射線利
用を担う人材の育成に
ついては、4年前くらい
までは、高分子の放射
線加工で10名以上の研
究者の受け入れが実施
されていたが、ここ数年
の減少は著しく、本年は
ゼロである。この影響
は、10年程度先に、若
手の研究者が放射線利
用の研究を担う人材に
なるころ、堅調になると
思われる。放射線利用
は原子力利用の有効性
を平易に理解できる成
果として見せることがで
き、原子力発電の売り
込みにプラスのイメージ
を与えることができると
考えています。

2297

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

人文・社会科学から自
然科学まで全ての分野
にわたる，自由な発想
に基づく研究を発展さ
せている．研究機関に
所属する研究者であれ
ば誰でも応募すること
ができ，審査は公平な
ピアレビューによって評
価される．今後も強く推
進すべきである． 

革新的な研究は目立た
ない所から始まってい
る．流行りだしてから後
を追いかけても遅い．
革新的研究のシーズを
育てるには，研究機関
の大小を問わず，個人
でも申請可能な科学研
究費補助金が最適であ
り，これ以外の競争的
資金はないため．

2298

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。 

技術開発を製品化まで
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2299
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24187

産学イノベー
ション加速事
業【戦略的イ
ノベーション
創出推進】

このまま
推進す
べき

産学イノベーション加速
事業の科学技術発展へ
の貢献は非常に大き
い。理由は２つであり、
大学と民間が協力して
開発ができること、そし
て10年間のスパンで腰
を据えて研究が継続で
きること、である。

もっと行くには知恵と忍
耐が必要である。しかし
最近の経済不況の中、
企業では十分に時間を
かけて一つの技術開発
を継続して行うことが極
めて困難となっている。
したがって、産学イノベ
ーション加速事業を継
続することによって強い
技術が開発でき、新し
い科学技術を育成して
くことが可能と考える。

2300

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26105

アグリ・ヘル
ス実用化研
究促進プロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

スギ花粉症緩和米の開
発は、新たな産業の創
出に最も近い課題では
ないだろうか。地球環境
の変化で、年々平均気
温が上昇し、その翌年
に飛散する花粉の量も
増加の傾向をたどって
いる。それ故、花粉アレ
ルギーで悩む人からの
注目度は極めて高く、
産業としての将来展望
は大きい。一方、食べる
医薬品として承認され
るにはハードルも高い
だろう。だから、確実な
安全性評価の実施は必
須である。決して先を急
いではならないが、日
常生活に影響を及ぼし
かねない国民的な事案
であるからこそ、着実な
実施は言うに及ばず、
優先して実施されるべ
きである。

農業生物資源を活用し
た農林水産分野におけ
るイノベーションの展開
が期待できるから。

2301
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

このプログラムはもっと
充実させて数学・数理
科学研究者が他の分野
の研究者と交流させる
場を大幅に増やすべき
と考えます。

日本の科学・技術力の
衰退が叫ばれている
今、大切なことは今まで
誰も考えなかったような
新しい発想によるイノベ
ーションを発掘する場を
作ることであると考えま
す。インターネットの世
界で暗号理論は数論と
深く結びついているな
ど、数学・数理科学と新
しい分野とが出会うとこ
ろにイノベーションが生
まれる可能性が高いと
考えています。数学の
分野でいくつも大きな業
績を上げてきた歴史が
あるのが日本が韓国な
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どの新興国と異なるとこ
ろです。この理論的蓄
積を有効活用すること
により、日本発の次世
代イノベーションが生ま
れると考えます。

2302
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

施策の目的及び概要に
ついて、世界を圧倒的
リードとありますが、 
更に研究開発を続けて
いくこと意外に技術力を
誇示することは 
できないと考えます。 

宇宙開発に関し、何か
の分野で特化していくこ
とが、我が国に必要 
であると考えるため

2303

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

博士課程の学生の支援
の充実のため継続をお
願いします。

奨学金返済の免除職制
度が無くなって以降、優
秀な学生でも借金を敬
遠して博士課程の進学
を躊躇する場合が出て
きています。博士課程
での優秀な学生の確保
のためには必要な措置
と考えます。

2304
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。 

2305

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

ウェアラブル・コンピュ
ーターの産業化を実現
するためには、本事業
を推進すべきである。

次世代ネットワークの形
として、あらゆる物に端
末を埋め込みネットワー
クを形成する、ユビキタ
ス・コンピューティングが
提唱されている。ここに
必要なものは、計算速
度は遅くとも軽量・柔軟
なコンピューターであ
る。本事業ではまさにこ
のコンピューターを作製
するもので、しかも産業
化まで後一歩の段階に
来ている。事業を続ける
ことで産業界に与えるイ
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ンパクトは大きいと考え
る。

2306

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

原子核実験施設の拡充
と、ビームの強度、質の
改善が急務。

J-PARCは中性子実験
施設のものだけではな
く、メインリングから供給
される高エネルギーの
陽子を用いて、原子核、
素粒子の最先端実験を
行える実験施設でもあ
る。既に多くの革新的な
実験が提案、承認され
てはいるものの、原子
核・ハドロン実験室には
同時に実験を遂行でき
るビームラインが存在
せず、Ｊ－ＰＡＲＣの圧
倒的なビーム強度を十
分に生かしきれていな
い。よって、ビームライ
ンの増設は必要不可欠
であると考える。

2307
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

産業基盤となりうるエレ
クトロニクス技術におい
て１０～５０μの電配線
印刷技術の確立が必要

現状行われている実力
値（１００μレベル）とＭＥ
ＭＳレベルの中間を埋
める生産に即した印刷
手法が確立されておら
ず、その周辺技術(イン
フラ）が整備されていな
いため、国家レベルで
の経済支援によって企
業支援を行ってほしい

2308
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

プラスチックフィルム業
界の者として、さらなる
低温での機能発現など
工程技術の検討が進む
とうれしくはありますが、
将来方向としては、有
機半導体などの印刷成
膜技術などへの注力に
期待します。

資源律速性のある無機
系半導体から脱却し、
合成可能な有機系物質
へのシフトが、日本の進
む道としてふさわしいと
思います。 
また、有機化合物の適
用の方が、低温での印
刷技術への相性が良い
気もします。

2309

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24119

継続 ― ナ
ショナルバイ
オリソースプ
ロジェクト

このまま
推進す
べき

NBRPをこのまま推進す
べきである。 欧米先進
諸国は前世紀からリソ
ース整備事業に力を入
れ、彼らの医学生物学
研究の目覚しい発展を
支える基盤を作った。 
わが国にもこのような基
盤を整備すべく、2002
年にNBRPが創設され、
学術研究基盤の脆弱と
いう後進性から脱却す
る貴重な流れとなった
が、今後、わが国のライ
フサイエンスにおける独

人類は技術の進歩によ
って生物の全遺伝子を
塩基配列として捉えるこ
とが出来たが、設計図
であるゲノムの構造だ
けから生命機能の仕組
みを捉えることが難し
い。バイオリソースを
「環境への適応進化の
長い歴史を背負った生
き物」と捉え、個体の機
能や形から遺伝子を捉
える方法論の意義が再
認識されている。リソー
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創的な原理の展開とヒ
トの健康・福祉への更な
る貢献を期するために、
その基盤をなすバイオ
リソース事業の推進を
強く希望する。

スの継続性が途絶えれ
ば、今後のライフサイエ
ンスに深い示唆を与え
るべき「ゲノムの歴史」
が途絶え、悔いを次の
世代の人々に残す。

2310

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業 新規

このまま
推進す
べき

これから研究者になろう
としている女性にとって
は心強い施策であると
考える。もっと早くに始
まっていれば、たくさん
の女性研究者が救われ
たであろう。しかし、日
本の教育機関は女性研
究者にとってまだ非常
に狭き門となっている。

男性に比べて、出産育
児のハンディが大きく、
子供が大きくなってから
研究を続けようとする
と、35歳の壁が大きく立
ちはだかる。それ以前
に仕事をしようとする
と、保育園はフルタイム
勤務でないと受け入れ
ない。主人がある一定
の給与基準を満たして
いると、保育所は子供
を受け入れない。学位
を取った後も、毎年教員
公募に応募している
が、年齢で落とされる。
非常勤講師をやりなが
ら、大学院研究生として
研究を続け、毎年海外
の国際学会で研究発表
を行っているが、すべて
の費用は自己負担であ
り、毎年払いこむ大学
院への授業料も非常に
負担になっている。大学
生の子供をかかえてい
るため、家計は非常に
苦しい。非常勤講師の
給料は、春、夏、冬休み
中は支給されないた
め、一年に6カ月程度の
収入しか見込めない。

2311

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプラグム

このまま
推進す
べき

昨今の教育・研究予算
の削減に対し、これから
の日本の科学技術の進
展、発展の為には、グ
ローバールCOEプログ
ラムの様な集中的な予
算配分は必要である。

教育、研究なくして、今
後の日本の発展はあり
えない。

2312

民間 20～
文部
科学

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ

改善・見
直しをし

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
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企業 29歳 省 ローバル
COEプログラ
ム

た上で推
進すべき

ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。 

2313

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジー・ネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

独法研究機関では、こ
こ10年近く研究予算及
び人員は削減が続いて
いる。膨大な借金を抱
えた国家財政状況で、
独法への予算増額を求
めることが困難なことは
承知しているが、技術
開発力の低下が長期的
な国家経済の地盤沈下
に繋がっているというジ
レンマが存在するのも
事実。そういう中で工夫
出来る方法は、予算の
効率的な運用しかない
と考える。そういう意味
では、本施策のような最
先端施設の共同利用シ
ステムはもっと積極的
に進めるべきだと考え
る。また、このような共
同利用システムは、研
究分野の相互交流を推
進する効果も大きい。

現在の日本経済の状況
では、大企業ですら自
力での技術開発の余力
はほとんどなくなりつつ
あり、外国企業からの
技術購入や企業合併、
共同経営などでその場
しのぎをせざるを得なく
なっている。こういう時こ
そ、何とか公的研究機
関で日本の科学技術の
底上げを維持すべきだ
が、公的機関でも予算
削減に伴い研究テーマ
の絞り込み集中化が進
んでおり、幅広な技術
基盤の底上げは危機的
状況になっている。少額
な研究予算で日本の科
学技術の底上げに勤め
ている研究者にとって、
本制度のような最先端
共通施設整備事業は、
非常に貴重な研究の支
えてなっている。

2314
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

次世代印刷エレクトロニ
クス材料・プロセス基盤
技術開発事業は液晶等
のDisplay事業、太陽電
池等幅広い分野におい
て有望な次世代技術で
あり、今後も開発資源を
投入すべきである。

日本の産業がリードし
ている分野のひとつで
あり、優位性を保つた
めにも今後も注力して
開発を進めるべき。

2315

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24157

首都直下地
震防災・減災
特別プロジェ
クト

このまま
推進す
べき

安全・安心な社会基盤
を守り，日本の首都機
能を維持するためには
首都直下地震防災・減
災特別プロジェクトに予
算を重点的に配分しこ
れまで以上に推進する
必要がある．5年間で終
了するような政策課題
とはいえず，来るべき首
都直下地震に備え粘り
強い取り組みが必要で
ある

将来確実に発生する首
都直下地震に備え，首
都機能の基盤を守るた
めには，首都直下地震
防災減災特別プロジェ
クトで行われている地
震学的研究から耐震性
向上，危機管理・社会
対応までをトータルに推
進していくことが不可欠
である

戦略的創造研究推進事
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2316

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発事
業を含む）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

業は世界的にみてもユ
ニークなファンディング
システムであり、トップ
ダウン型、目的基礎研
究として非常に有効に
機能してきている。しか
し発足以来時間が立っ
ているので、当初予想さ
れなかったことも実際に
は発生している。ＣＲＥ
ＳＴはチーム型であるの
で問題ないが、さきがけ
は個人研究型の基本は
スタートアップであるの
に、２回採択される場合
が生じている。採択経
験者が有利なのは当た
り前であり、スタートアッ
プの主旨に反している
と言える。またＣＲＥＳＴ
はチーム編成が必須で
あり、重すぎる。解決策
として中堅の研究者が
一人で研究可能な制度
の新設がのぞましい。

働き盛りの中堅研究者
（概ね３５歳～５０歳未
満）がさきがけのような
スタートアップではなく、
研究者として飛躍できる
ような制度の新設がの
ぞましい。さきがけ卒業
者が非常に多くなってき
て、研究者コミュニティ
での認知度も上がって
きているので、卒業生を
主としたあらたな、個人
型研究の支援制度の創
設を期待する

2317

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトはこのま
ま続けるべきである。

自然科学の研究は多く
のものが産業には直結
しないことから、一見、
国力とは関係ないもの
のように見える。しかし
日本のようにエネルギ
ー資源に乏しい国にお
いては特に、「知」に関
連する財産は、いつど
こで産業展開の日の目
を見るか知れず、その
重要性は計り知れな
い。 
また、技術や方法論だ
けでなく、それを生み出
す人材の教育や確保も
大切であることは言うま
でも無い。そのようなな
か、「知」を生み出す研
究には欠かせないナシ
ョナルバイオリソースプ
ロジェクトは、国際的に
も認められ始めており、
今後も推進すべきプロ
ジェクトだと考る。また、
現場では、研究分野の
細分化がいまだに顕著
である。分野を超えた研
究を行おうとしたとき
に、例えば、化学者が
生物資源を使おうと思
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ったときに、本プロジェ
クトの存在は欠かせな
い。

2318

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

これまでのゲノム医科
学研究事業によって、
多くの生活習慣病の分
子病態が明らかにな
り、一部の疾患では、疾
患の分類や診断にも大
きな変化がおこりつつ
ある。特に癌やアレル
ギーの領域では個々の
遺伝子型の違いが治療
の反応性に大きな違い
をもたらすことが明らか
となってきた。個々の患
者の個性に合わせた診
断や治療は、現在の医
療に求められている極
めて重要な課題であ
る。ゲノムの理解なくし
ては、この課題の達成
は不可能である。

現在、多くの生活習慣
病においてすべての患
者がガイドラインに従っ
た均一の治療を受けて
いる。一方、多くの領域
で分子標的治療の開
発・導入が積極的に行
われている。分子標的
治療の最大の特徴はレ
スポンダーとノンレスポ
ンダーが存在することで
ある。分子標的治療は
非常に高価であり、す
べての患者に使用する
ことは医療経済的には
無駄が多い。さらに個
別化医療は不必要な投
薬や副作用を予防する
という意味からも極めて
重要である。

2319

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

 国民の生命の根底を
担う農業・食品産業に
対して、国の施策として
本気で取り組んでいる
姿勢を国民に示す必要
がある。農業生産、食
品加工技術の向上を図
ることにより、食料安定
供給（生産性向上、保
存性向上）、安全安心
の社会を国民に提供す
ることができる。

 地球温暖化による気
象異常、国際情勢の変
化による食料原料不足
が予想される。幸いなこ
とに日本は飢餓の状態
にはないが、将来的に
到来する危惧がある。
「衣食足りて人道理を為
す」とあるように食不足
は社会不安を引き起こ
す。よって、原料供給が
可能な内に新たな実用
技術開発を行っておく
必要がある。

2320

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。 
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2321
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27116

セルロース系
エタノール革
新的生産シ
ステム開発
事業

このまま
推進す
べき

事業化に向けて技術課
題が多いため、積極的
な支援を要望します

セルロース系からのエ
タノール製造プロセスは
食料と競合しない原料
から作る点において、ま
た、燃料の多様化という
点においても非常に重
要であると考える。よっ
て、国策としての推進が
必要と考える

2322
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27169
グリーンITプ
ロジェクト 

このまま
推進す
べき

もの（ハードウェア）その
ものだけでなく、ものを
作るためや使うための
技術（回路技術・設計技
術、ソフトウェアの技術）
にもフォーカスして、着
実に推進していくべき。 
 
数十個以上のプロセッ
サコアを集積したメニー
コア・プロセッサ技術、
半導体を０．５V以下の
駆動電圧で動作させる
極低電力化技術はぜひ
とも推進すべき。

半導体はデータセンタ
をはじめとして、社会の
さまざまな場所で使用さ
れており、半導体が低
電力となれば、社会全
体で消費するエネルギ
ーも、排出する二酸化
炭素も削減できる。 
 
このためには、半導体
が素材として低電力で
あることも必要である
が、低電力となるような
作り方・使い方も重要で
ある。たとえば電気のス
イッチをこまめにきるこ
とに相当する技術や、
最低限必要な速さとエ
ネルギーで動かすよう
な技術は、仕組みを入
れること、使いこなすこ
とともに、重要である。 
上記技術はこのために
役に立つので推進すべ
きである。

2323
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20005

周波数有効
利用に資す
る次世代宇
宙通信技術
の研究開発
（動的偏波・
周波数制御
による衛星通
信の大容量
化技術の研
究開発）

このまま
推進す
べき

有益で実施すべき研究
開発であると考えます。

周波数の利用効率向上
は、世界の情報通信技
術の先導を走る日本が
継続して取り組むべき
研究開発の課題です。
特に宇宙のようなフロン
ティア領域における先
端通信技術は中長期的
な社会・経済的波及効
果が大きく、豊かな国民
生活基盤の確立の上で
重要と考えます。 
また、衛星通信は衛星
打上げのコストが大き
い事から、通信機能の5
割以上の向上は投資対
効果の点でも大きなプ
ラスになるはずです。

8月28日大強度陽子加
速器施設（J-PARC）公
開日に見学させていた
だきました。特に超低速
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2324
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

最先端の加速器技術の
促進のため、大強度陽
子加速器施設（J-
PARC）への開発費とし
て予算を厚く計上してく
ださることを強く希望し
ます。

ミュオンビームは日本
独自の技術によるユニ
ークなビームだと伺いま
した。このような超低速
ミュオンビーム等の実
現は素粒子物理学分野
で日本がトップレベルを
キープし、研究分野で
魅力的な環境を提供す
ることができるようにな
ります。良い環境の提
供は、日本は勿論のこ
と、世界中から若い研
究者、優秀な技術者を
集めることが可能になり
引いては、先端的産
業、技術、関連産業の
発展に繋がると考える
ためです。

2325

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

次世代スパコンの成功
は日本の当該分野およ
び関連分野での競争力
を高める。特に、計算機
の高度使用は今後の科
学・技術分野で不可欠
である。この分野での
科学・技術の向上が無
くては、我が国の産業
の競争力もなくなる。

理論・計算化学での我
が国の研究レベルは非
常に高い。化学反応、
化学物質の開発には不
可欠で、次世代スパコ
ンの十分な活用が一
層、そのレベルの向上
に寄与すると考える。

2326

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。 
また、海外からの優秀
な学生を集めるために
もグローバルに最先端
の教育体制が必要と考
える。

2327
民間
企業

40～
49歳

経済
産業

27007

次世代印刷ｴ
ﾚｸﾄﾛﾆｸｽ材
料・ﾌﾟﾛｾｽ基

このまま
推進す

当該事業の必要性は
益々高まっており、技術
立国日本の将来を考え
た場合、無くてはならな
い基盤事業と思いま
す。鉱物資源の無い日
本においては有機材料

日本同様鉱物資源の乏
しいお隣韓国でも同様
の技術開発に注力して
おり、日本としても指をく
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省 盤技術開発
事業

べき の活用並びにその材料
ﾍﾞｰｽの素子製造ﾌﾟﾛｾｽ
の確保は国家の存亡に
関わる重要な事業と考
えます。

わえて見ているわけに
はいきません。

2328

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷でメートルクラスの
大面積エレクトロニクス
素子・回路を作るという
のはユニークである。実
現できれば、産業的に
もかなりの効率化が期
待できそうである。大面
積モニターや電子ペー
パー等にも役立ちそう
な技術である。

韓国・中国をはじめ多く
の国々が多くの予算を
充てて、国際的にも競
争が厳しくなっている現
状で、今は日本がこの
分野では僅差でリードし
ているが、そのリードを
守り先々の生産シェア
の確保の為にも優先し
てこの課題を推進すべ
きである。資源の少な
いわが国ではこういうテ
クノロジーの確保こそが
生き残る道と考えられ
る。

2329

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

博士課程在学者、ポス
トドクターを支援する特
別研究員事業は積極的
に推進するべきである。
本事業は現状では、ほ
ぼ唯一の、研究者を目
指す若者を支援する制
度であり、とくにこの不
況で博士課程進学者の
経済的余裕がなくなっ
ている今、その規模を
拡充する必要もあると
考える。

本事業は、博士課程在
学者及びポストドクター
を支援する仕組みであ
る。本事業では毎年
2000人以上を採用して
おり、研究者育成に大
きな寄与をしている。私
自身、学術振興会から
の支援を受けて、博士
号を取ることができた。
自分の経験からも特別
研究員事業は経済面の
不安を少しでも減らし、
博士課程への進学を促
進する効果が十分にあ
ると感じている。 
高度な専門知識、能力
をもつ博士課程は、科
学技術立国の実現には
欠かせない人材であ
り、その創出に貢献す
る本事業は優先度が高
く積極的に推進するべ
きであると考える。 

2330

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

食料問題はこれからの
日本にとって非常に重
要な事業となると思う。
これからは輸入に頼ら
ずに自給自足を目指し
ていくべきだと思う。そ
のためにも格地域でも
安定した食料を得られ
るべく研究を重ねていく
べきだと思う。

上に同じく、国内におけ
る食料増産に向けて研
究を重ねていくべきだと
思う。

都道府県単位では、財
政状況により研究予算
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2331

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181
イノベーショ
ンシステム整
備事業

このまま
推進す
べき

都道府県単位で大型予
算を組み対応すること
が難しい状況で、地域
の特性を生かし、大学
等を含めた研究体制を
組めるこのような事業
は必要である。

が確保しずらい状況と
なっており、国が主導し
て予算を確保していた
だける事業は必要であ
る。また、中小企業では
直接大学と研究するこ
とに尻込みしてしまうこ
とが多く、中核機関を通
して一緒に研究開発が
できるメリットは大きい。
予算的にも企業の負担
は少なく不況下で大変
助かる事業である。

2332

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ン成長戦略
実現支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

知的クラスターは、ディ
レクトリーではなく、複
数の企業や研究者から
なるクラス 
ターを育成するものな
ので、育成途中 
おける中止は、投資効
率と研究の育成の観点
から無意味と思います。
継続を要望し 
ます 
 

新しい事業はリスクとと
もに大きく成長すると考
えられます。公的支援
は小さなシーズにはあ
る程度のリスク回避に
必要で、発火点とかん
がえるからです。

2333
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

材料・プロセス技術を開
発した上で、一般企業
に無償で技術供与すべ
きと思う。一企業で技術
開発を行うのは限界で
あり、国策で次世代技
術開発を行うべきであ
る。但し、研究の為の実
験（ラボレベルのオモチ
ャは必要ない）は必要
なし。真に必要とされる
技術を開発すべきであ
る。

韓国などは国策で技術
開発を行っており、日本
の技術の遥か先をいっ
てしまった。遅れを取り
戻すには、やはり、国策
で技術開発をすべきだ
と思う。一企業での技術
開発は限界にきてい
る。大学や独立行政法
人も企業の側に立って
技術開発すべきと思う。

2334
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

地球温暖化対策の一環
として、今後さらに発展
させて継続的に取り組
むべき課題と考えます。

2009年に発表された原
口ビジョンに示されるよ
うに、ICT活用による
CO2削減効果は社会の
パラダイム変革をも導
引するような極めてイン
パクトあるものであり、
それに資する研究開発
は軸足をぶらすこと無く
中長期的に取り組むべ
きであると考えるからで
す。

バイオリソース事業をこ
のまま推進すべきであ
る。 欧米先進諸国は
前世紀からバイオリソ
ース整備に力を入れ、
医学生物学研究の目覚

人類は技術の進歩によ
って生物の全遺伝子を
塩基配列として捉えるこ
とが出来たが、同時に
設計図であるゲノムの
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2335

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24129
継続 ― バ
イオリソース
事業

このまま
推進す
べき

しい発展を支える基盤
を作った。 わが国でも
基盤を整備すべく、
2001年理研にバイオリ
ソースセンターが創設さ
れ、学術研究基盤の脆
弱という後進性から脱
却する貴重な流れとな
ったが、わが国ライフサ
イエンスにおける優れ
た原理の展開とヒトの
健康・福祉への更なる
貢献を期するために、
その基盤をなすバイオ
リソース事業の推進を
強く希望する。

構造だけから生命機能
の仕組みを捉えること
が難しいことを知った。
バイオリソースを「環境
への適応進化の長い歴
史を背負った生き物」と
捉え、個体の機能や形
から遺伝子を捉える方
法論の意義が再認識さ
れている。リソースの継
続性が途絶えれば、「ゲ
ノムの歴史」が途絶え、
わが国は今後のライフ
サイエンス研究を発展
させるのに不可欠な基
盤を失う。

2336

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進す
べき

研究室単位で可能な最
先端な研究開発ももち
ろんあるが、ビッグサイ
エンスと呼ばれるような
世界にも稀な大型の研
究装置あるいはそれ自
身の開発が各国で競争
になっている研究分野
も有る。その実施に関し
ては十分な議論や有識
者による審査も適宜行
うべきである。これらの
実現により世界的な研
究拠点を形成すること
が可能となることからこ
の様な科学技術に対す
る施策は、是非とも今
後も継続して推進すべ
きである。

最先端の研究開発によ
り、今までにはなかった
社会生活を豊かにする
例えば革新的な環境低
負荷なエネルギー変換
システムやがん治療等
を実現する科学技術の
創出に結びつき国民の
利益に繋がるだけでな
く国内はもとより世界的
にも新たな産業の創出
が期待される。また、大
型研究装置の開発は、
企業に対する調達や工
事が発生することから、
国内産業の育成にも関
係するので是非とも今
後も継続して推進すべ
きである。 

2337

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

私は、本ライフサイエン
スデータベース統合推
進事業において、総合
科学技術会議ライフサ
イエンスPTの統合デー
タベース・タスクフォース
の一員として、またJST
ライフサイエンス分野統
合データベースセンター
設置準備委員会委員と
して、新センターの実現
に努力してまいりまし
た。是非ともこの機会
に、日本国内にナショナ
ル・データセンターを設
立し、安定な運営がで
きる体制を固めていた
だきたく強く希望しま
す。

国内で行われた研究成
果を、常に国内におい
て責任を持って高い品
質でデータベース化し、
国民がその成果を共有
できる安定した仕組み
が是非とも必要です。
データベースの維持
は、図書館業務のよう
に情報を単に蓄えてア
クセスされるようにする
だけでなく、専門的な各
情報の品質を高く維持
するとともに、その品質
についての客観的な指
標を付与する必要があ
ります。そのためには、
どうしても各分野の専
門家が関わる必要があ
ることを留意すべきで
す。
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2338

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業 

このまま
推進す
べき

今後の上記研究の推進
を強く希望いたします。
ここ数年間のゲノム医
科学研究の成果は、あ
る意味混沌としている
のが事実であります。し
かし、この混沌こそが、
特にありふれた疾患の
遺伝的多様性を物語っ
ております。しかし、こ
の混沌さを更に追求す
ること、また、技術の進
歩および繊細な臨床デ
ータの把握により、疾患
の発症や病態に大きく
寄与する背景が明らか
になるものと確信してお
ります。

この分野の推進こそ、
将来、特にありふれた
疾患の病態解明、治療
戦略に向けた重要課題
であると確信します。一
見、混沌と見えるここ数
年の結果こそ、この分
野の発展、将来の医療
の発展の、中途段階で
あると思います。この分
野の更なる研究推移を
強く希望いたします。

2339
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

次世代印刷エレクトロニ
クス材料・プロセス基盤
技術開発は推進すべき
である。

日本における電子機器
産業の空洞化を防止す
る上でも、印刷エレクト
ロニクスに対する期待
は大きく、日本の得意
分野である材料とプロ
セス基盤技術開発は推
進すべきである。

2340

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究を推進するこ
とは将来のイノベーショ
ンの種を育成することで
もあり、わが国の将来
のために欠くことのでき
ないものである。特に、
若手研究者に広く浅く
行き渡る形式の補助金
を中心にさらに推進す
べきである。

国立大学法人の運営費
交付金が減額されてい
く中で、企業からの支援
を受けにくい基礎研究
は、この科学研究費補
助金がなければ推進で
きないのが現状であ
る。そのような、「一見カ
ネにならない研究」こ
そ、国家的に推進すべ
きものであると考える。

2341

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

若手研究者が自立して
研究できる環境の整備
を促進する為に推進す
べきである。

2342
公益
法人

60歳
～

文部
科学

24148

理科教育等
設備整備費

改善・見
直しをし
た上で推

予算額を、最低でもH21
年度当初額の20億円ま
で引き上げるべきであ
る。H21年度は当初予
算20億、補正予算200
億(最終額138億円)で執
行され、かなりの学校で
理科設備品の充実が進
みました。しかし、H22

新学習指導要領は、小
学校は23年度から、中
学校は24年度から完全
実施で、高等学校もこ
れに続く。理科教育の
重要性は自明で、その
内容の実現には、理科
教員の充足だけでなく、
観察・実験の為の設備
品や、薬品・材料等の
消耗品の手当てが必要
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省 補助金 進すべき 年度11億円と大幅減額
になり停滞している。昨
年度の優先度判定で
「着実」に推進と評価さ
れているのに、H23概算
要求額では更に減額さ
れ9.9億円であり、これ
では不十分である。

である。理科設備品が
不十分な学校はまだま
だ多く、国からの補助金
なくしては、新内容の理
科教育の実現は難しい
と考える。科学技術創
造立国の人材育成ため
の将来投資で増額が必
要である。

2343

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

新たな知を生み出す基
礎研究に対する、ボトム
アップ形式の唯一の研
究支援であり、さらなる
推進をはかることが望
まれる。日本の基礎研
究を支える根幹である
ため。

真に創造的な研究は、
研究者の自由な発想か
ら生まれる。科学研究
費補助金による支援な
くしては、そのような研
究が我が国から生まれ
ることは大変困難にな
る。事実、我が国を代表
する研究の殆どは、こ
の科学研究費補助金に
より支援がなされてい
る。知的創造力を国力
の基本とする我が国に
とって、もっとも重視さ
れるべき制度である。

2344

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

若手研究者が、自らが
希望する大学・公的研
究機関等において主体
的に研究に専念できる
ようする為に推進すべ
きである。

2345

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

本事業は、拡張すること
はあっても決して縮小
すべきではない事業で
す。納税者への説明責
任をより意識し、その責
務を引き続き果たして
いかなければなりませ
んが。

本事業は、単にリソース
を保存また分与するだ
けでなく、それらの利用
法や応用法について、
常に最先端の情報と手
法を提供することも重要
な使命です。そのため
には、独自の研究組織
も必要です。リソースそ
のものにつきましても、
加齢に依存して特異な
性質(疾病なども含め）
をあらわす、まさに高齢
化社会におけるヒトのモ
デル動物となりうる、世
界にはないユニークな
マウス突然変異体を数
多く維持しているなど、
今や当該プロジェクトの
名声は世界的なもので
す。人類の幸福に、これ
からも本事業が果たす
役割は計り知れませ
ん。
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2346

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人は、我が
国にとり、とくに研究関
連人材養成の主要な組
織である。諸外国と肩を
ならべ、もしくは諸外国
をリードするにふさわし
い施設等の整備は積極
的に推進されるべきで
ある。

十分な施設、最新の設
備が世界に伍する人材
の育成、研究の遂行に
必須であることは明ら
かであろう。我が国が
知的財産をもとに国際
競争に打ち勝つために
は、その基盤の一つで
あり、人材育成の要で
ある国立大学法人等の
施設の整備を進めるこ
との必要性は明らかで
ある。実際新興著しい
アジア諸国や欧米での
大学施設の実態と本国
のそれとの落差は大き
く、至急の改善が必要
である。

2347

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

新たな成長分野で世界
を牽引するリーダーを
養成する為に推進すべ
きである。

2348

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学等が持続的な成
長・発展を遂げていくた
めには、継続的にイノベ
ーション等により新たな
価値を生み出すことが
必要不可欠です。大学
附属病院においては質
の高い医療を提供する
ことが、そのような研究
力の飛躍的な向上に結
びつき、本事業は極め
て重要と考えます。

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するためには、
安全性(耐震等)・機能
性に問題のある既存建
物の改善し、高度化・多
様化する教育研究活動
に必要な新たなスペー
スを確保することが必
須です。また、地域医療
を強力にバックアップす
る大学附属病院が高度
先端医療等の提供を行
うことが、国民にとって
大変有益です。

2349

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

世界に発信しなけれ
ば、日本人の考えの良
さや素晴らしさは世界に
伝わらず、世界の人々
の理解が得られない。
日本人のもつ考えの良
さは、洗練すれば、十
分世界に通用するだけ
のポテンシャルがある
はずだ。それを実現す
るためには、英語で論
文を発表するだけでは
なく、人的交流を通した
「草の根」の情報発信が
不可欠である。そのた

グローバリゼーションが
進み、日本においても
様々な局面でそれを感
じることができるが、一
方で日本人の世界に対
する認識は、良い意味
でも悪い意味でも進ん
でいないと感じる。考え
方を、世界にも通用す
るような日本人的考え
方に洗練していくために
は、海外の人々の考え
方を共有し、学びあうこ
とが重要である。このま
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めには、このような学術
国際交流にお金をかけ
ることが必要である。

までは、日本人は宝の
持ち腐れだ。

2350

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

将来における日本の産
業基盤および社会福祉
基盤は、応用科学のみ
ならず基礎科学の基盤
が整備されない限り、進
展しない。よって、日本
の知的基盤の維持・発
展には、基礎研究の基
盤形成の充実が不可欠
であり、?これを支える
科学研究費補助金や大
学運営交付金などの更
なる充実と、?知的所有
権の、特に基礎的研究
成果に対する適用の拡
大および助成の充実が
必要である。 
特に基礎研究の科目の
中では、その重要性に
比し、RNA研究に対す
る研究補助金がほとん
どなく、研究基盤の沈下
を危惧するものである。

基礎研究の成果に対す
る知的所有権を、日本
が率先して確保するこ
とにより、より将来の産
業基盤が進化し、かつ
法的に保護され、将来
の経済発展と社会福祉
産業の向上が期待され
ると思われる。 
特にＲＮＡは、細胞にお
ける多様な機能があ
り、生物学的な新機能
の発見が続いている。
また、構造上の特徴とし
て可塑性を有し、遺伝
子やタンパク質等の機
能を代替えする新たな
創薬の材料にもなる可
能性を有す。このような
流動的で将来性のある
分野には注目すべきで
ある。

2351

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

科学技術振興調整費に
よる実施事業は、若手
研究者の養成促進や女
性研究者の支援など、
我が国の研究者の育
成・あり方を根本的に変
えうる体制構築の改革
を見据えた取組の支援
であり、今後とも積極的
に推進すべきである。

ともすればガラパゴスと
揶揄される本邦の研究
者育成体制であるが、
国際化を見据え、今後
とも世界に伍しうる国力
を保つには、世界標準
による人材育成・活用
体制の構築は喫緊の課
題である。すなわち、優
秀な女性研究者の積極
的活用・支援や、真に
独創的な発想を有する
若手の育成支援・独立
支援システムの早期構
築は、国際的にも我が
国がその優位性を保
ち、広く諸外国からも英
知の集まる国となるに
は欠かすことのできな
い課題といえよう。しか
しながら、従来の単なる
資金支援に留まる研究
支援では、そのような改
革は全く実現できない。
科学技術振興調整費で
は、重要な政策課題の
実施に加え、その欠点
を見据え、より本質的な
科学技術システムの再
構築を推し進める改革
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を支援しており、世界に
向けた我が国の科学界
のさらなる脱皮には、欠
かすことのできない事
業である。

2352
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

病気と共に生きていくた
めには、病気自体を知
り、無駄のない効果的
な治療を誰もが望んで
います。個人の特性に
応じた治療や科学的根
拠に基づいた治療を行
う上では遺伝子に関す
る研究を国をあげて推
進すべきと考えます。知
りたいと思う人、知りたく
ないと思う人もいるかと
思いますが自己の倫理
的な判断に基づき選択
できることが重要と思い
ます。医療現場では無
駄な医療が多く見られ
ます。負担が少ない確
実な検査の実施が必要
であり遺伝子検査もそ
のためには不可欠かと
思います

日本自体の国益を考え
ると、やはり成長戦略は
重要です。世界の中で
生き残れるためにも新
成長戦略として研究を
進めて頂きたい。そし
て、小学校教育から命
の大切さや倫理感につ
いて検討することも重視
し、国民全体が遺伝子
解析やその結果をどう
活用すべきか考える国
民性を養っていくことも
大切かと思います

2353

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

若手研究者を海外へ派
遣し、頭脳循環の核と
なる優れた研究者の育
成を図る為に推進すべ
きである。

2354

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

我が国の将来を支える
人材を安定して育成す
るため必須な事業であ
る。

国の将来を支える基盤
が人材であり、科学・文
化はその中心をなす領
域である。それを国家
が支えずして、国の発
展はあり得ないどころ
か国際的競争力をたち
まち失うこと必定であ
る。当然進めるべき施
策。

2355
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

40～
49歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

この分野の研究推進を
強く希望いたします。現
在の医療において、数
多くのevidenceが要求さ
れる時代の中、いっぽう
で、患者個人個人の多
様性を考慮した対応が
重要視されております。
オーダメイド医療は、今
後の医療に欠かせない

現在の医療において
も、既に、複数の分野に
おいて、遺伝子レベル
でのオーダメイド医療が
実現されており、多大な
恩恵を与えております。
この分野の推進は、今
後の医療の発展に向
け、最も重要な課題で
あると確信いたします。
医療技術、倫理的問題
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等） テーマの一つであり、こ
の分野の衰退は、時代
を逆行するものと危惧
いたします。

等、複数の視点から見
た、この分野の推進が
必要であると思っており
ます。

2356

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20105
光空間通信
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

航空機や人工衛星から
の観測データは年々解
像度の改善と観測要求
の高度化のため増大し
ているため、データ伝送
の飛躍的な高速化が求
められている。この研究
開発は電波の変わりに
光レーザを使うことによ
り超高速なデータ伝送
を実現するものであり、
災害時等の詳細なデー
タの即時取得を可能と
するなど国の安心と安
全のために重要な技術
であり優先的に推進す
べきである。

本研究開発では、光空
間通信の分野では群を
抜く速度である40Gbps
という伝送速度を目指し
ており、この速度は、電
波では到底実現できな
い速度である。また、光
の大気中の伝搬におけ
る変動の影響を軽減す
る技術や、雲や雨等に
よる回線断の影響を新
しい通信プロトコルと地
上光通信ネットワークと
の連携によって最小化
する等、先進的開発課
題となっている。この分
野において世界を先導
する成果が十分に期待
できるとともにその成果
は、実用上の重要性が
高い。

2357

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

学校に自然科学的な啓
蒙や教育活動を促進す
る仕組みを増やす 
必要があると思います.  

世の中に真偽がわから
ない情報があふれすぎ
ていて若者は 
右往左往している. 逆に
時間をかけて学ぶ理数
系の学問に 
興味をもつ若者がどん
どん減少していると思い
ます。

2358

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

我が国の将来を支える
人材を安定して育成す
るため必須な事業であ
る。

国の将来を支える基盤
が人材であり、科学・文
化はその中心をなす領
域である。それを国家
が支えずして、国の発
展はあり得ないどころ
か国際的競争力をたち
まち失うこと必定であ
る。当然進めるべき施
策。

2359
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本事業での研究成果
は、地域農業を活性化
し、ひいては日本農業
の維持発展・食料自給
率の向上及び国民の健
康増進に直接つながる
ことから、「事業を強化」

本事業は、産学官が連
携し、研究シーズ・ニー
ズを捉えた研究課題を
採択し、推進してきたた
め、多くの成果が現場
に効果的に普及してき
た。この仕組みは農業
のように技術開発から
成果の普及までの時間
がかかる分野では有効
である。あわせて、行政
施策とタイアップした課
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等） されたい。 題が採択されており、日
本が目指すべき食料自
給率の向上、国産農産
物の増強による国民の
健康増進が飛躍的に進
むものと考える。

2360
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネルギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリング
研究）」

このまま
推進す
べき

グリーンイノベーション
事業は、環境問題への
具体的な対策として重
要だと思います。

理化学研究所の自然科
学の総合研究所として
の特徴を活かし、物理、
化学、生命科学、工学
を終結させている形でと
ても合理的に事業を進
めていますので、このま
ま推進させていくのが
望ましいと思います

2361
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

今後益々高齢化が進む
ことを考えると、医療費
の増大は無視できない
問題であると思います。
遺伝子多型と易罹患
性、薬剤応答性の研究
は無駄な治療を減らす
ことや、予防医学に役
立つと思いますので、
将来の医療費の増大を
防ぐことに大きな意味
があると思います。ま
た、患者の立場から見
ても、不要な治療をしな
いですむことにより副作
用に苦しむリスクが減っ
たり、事前に自分がどう
いうリスクを持っている
か知ることにより検診を
積極的に受けるきっか
けになるので疾患の早
期発見の可能性をあげ
ることによって、より健
康な人生を歩めること
に役立つと思います。
高齢化がこれ以上進む
前に取るべき対策だと
思いますのでこの事業
は重要度が高く、優先
的に進めていくべきもの
と思います。

上記に理由とともに意
見を述べさせていただ
きましたが、私が30代と
して最も心配しているの
は高齢化にともなう医
療費の増大です。若い
世代の人口に対して支
えなくてはならない層が
とても大きくなりつつあ
ります。また昨今では雇
用の問題もあり、若い
世代でも十分な収入の
ない人も多く感じます。
高齢化社会は確実に来
ますので、その際の医
療費の対策を今から取
るべきです。税金なども
ひとつの対策なのかも
しれませんが、この研
究事業は医療そのもの
の変革の一翼を担う重
要な施策と考えます。

大学・
公的
研究

国立大学法人はわが国
にとって重要な研究組
織であり、かつ教育組
織である。そこで研究者
たちが最先端の研究を

現在の国立大学法人の
設備施設の現状を鑑み
るに、今後、優秀な若手
研究者が国外に去った
り、優秀な留学生が他
国を選択することが危
惧される。このことは、
研究分野でのわが国の
競争力を低下させるだ
けでなく、優れた最先端
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2362

機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

行い、その過程や成果
を教育に還元すること
が、わが国の人材育成
にとって重要なことは自
明であり、そのための
施設整備はこれまで以
上に推進されるべきで
ある。

の研究成果に基づいた
高度な教育を多くの若
者たちに与える機会を
も失わしめるものであ
る。わが国の国際競争
力を維持、発展させる
ためには、研究と教育
の中枢期間である国立
大学法人の施設を整備
し、研究教育者にとって
理想的な環境に近づけ
ることが必要である。

2363

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

我が国の将来を支える
人材を安定して育成す
るため、その先導的基
盤作りとして必須な事
業である。

国の将来を支える基盤
が人材であり、科学・文
化はその中心をなす領
域である。それを国家
が支えずして、国の発
展はあり得ないどころ
か国際的競争力をたち
まち失うこと必定であ
る。当然進めるべき施
策。

2364

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。

2365

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎科学推進は日本お
よび人類世界にとって
本質的に重要である。 
研究資金が競争的外部
資金に傾斜し、また多く
の競争的外部資金が応
用的分野に集中する
中、科学技術研究費補
助金は従来以上に重要
な位置を占めている。
同補助金の推進、拡
充、および基礎科学重
視の継続を強く要望す
る。

社会サイクル高速化の
流れが強まる中、一朝
一夕にその効能が顕在
化しない基礎科学に対
する軽視の風潮を真剣
に危惧する。国家政府
の存在意義を考えると
き、国家百年の大計とし
て科学技術、特に基礎
科学の振興支援を期待
したい。

大学・
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2366

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

国際科学技術協力の戦
略的展開に資するた
め、先進国、開発途上
国との共同研究等を推
進する為に推進すべき
である。

2367

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

グリーン・イノベーショ
ン、ライフ・イノベーショ
ン、アジア社会経済等
の成長分野で世界を牽
引するリーダーを養成
するため、「リーディング
大学院」を構築するた
めの事業の実施が必要
である。高度な教育研
究基盤を有し、グローバ
ルな教育研究活動で実
績ある大学の大学院教
育に関する卓越した構
想について、リーディン
グ大学院を形成するプ
ログラムを実施し、世界
を牽引するリーダー養
成、博士課程への優れ
た人材の結集、博士号
取得者の社会での活躍
という好循環を構築す
る。

国際競争力を強化する
ためには、イノベーショ
ンを生み出し社会に新
たな価値を創造する高
度な人材や、諸課題の
解決に国内・国際社会
でリーダーシップを発揮
する人材が不可欠であ
る。ポテンシャルのある
大学を選んで「リーディ
ング大学院」を構築し、
国際競争力強化と人材
育成を進めることが必
要である。

2368

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

先端加速器による基礎
科学の推進は、我が国
の科学・技術立国として
の基盤となるものであ
る。RIビームファクトリー
では既にブレークスル
ー的な結果が得られて
おり、本事業はさらに推
進されるべきものであ
る。

この加速器は世界最高
の性能をもち、世界の
研究者から待望されて
いたものである。この計
画を一層推進すること
で、日本が基礎科学分
野で世界を確実にリー
ドできる。また、世界最
高の施設で研究を行う
ことは基礎科学の若手
研究者育成にとってき
わめて有効である。

2369

大学・
公的
研究
機関
（独

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は新
たな知や革新的な技術
の基盤を創出する基礎
研究に対する、ボトムア
ップ形式の唯一の研究
支援です。さらに、これ
からの我が国の発展を
支える若手研究者・技

研究者の自由な発想か
ら、真に創造的な研究
が生まれることは周知
のことです。科学研究
費補助金はこのような
研究を支える基盤であ
り、これによる支援なく
しては、そのような研究
が我が国から生まれる
ことは大変困難になる
ことが危惧されます。事
実、我が国を代表する
研究の殆どが、この科
学研究費補助金により
支援されているといって
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法・公
設試
等）

術者の育成に直結す
る、若手に対する研究
支援の重要な役割を果
たします。このため、さ
らなる推進をはかるべ
きと存じます。

も過言ではありません。
さらに、細分化された研
究分野ごとのピアーレ
ビューによって研究課
題が審査されており、競
争的な環境も整備され
ています。このように、
知的創造力を国力の基
本とする我が国にとっ
て、当該施策はさらに
推進すべきものと思わ
れます。

2370

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

耕作放棄地の増加、高
齢化、食糧自給率の低
下など、問題ばかりが
取り上げられ、その解
決策についてはマスメ
ディアを中心に、精神論
が横行しているようにも
思える。そのような状況
の中で、実用化技術開
発事業は現地で農業者
が革新的な技術に取り
組めることを大前提にさ
れていることは、これか
らの担い手農業者にと
って、大いなる希望であ
るとも言える。本事業で
は、当然科学的合理的
な手法が確立されるの
で、将来的に農業経営
にとって大きなメリットが
あると思われる。

どうしても「即現場で活
用できるかどうか」とい
うのが判断基準になる
と思われる。純粋な科
学実証に関しては、別
事業で立ち上げる等の
配慮が必要かもしれな
い。

2371

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

非常に推進すべきであ
る。

国際共同研究等の実施
や、優秀な外国人研究
者の効果的な招へい及
び我が国と外国人研究
者のネットワークの形成
支援などの為に推進す
べきである。

2372

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

我が国の将来を支える
世界レベルの人材を安
定して育成するため、
海外での研究と人材交
流は必須であり、戦略
的に推進すべきであ
る。

国の将来を支える基盤
が人材であり、科学・文
化はその中心をなす領
域である。それを国家
が支えずして、国の発
展はあり得ないどころ
か国際的競争力をたち
まち失うこと必定であ
る。国家的支援により
当然進めるべき施策。

革新的な3次
世界ではじめて、レーザ
ー光を使用せずホログ

メガネなしの３次元立体
映像撮影・再生技術
は、技術的にも画期的
であり、ものを見る形と
しては人間本来の欲す
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2373
公益
法人

50～
59歳

総務
省

20109

元映像技術
による超臨場
感コミュニケ
ーション技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

ラフィ動画を撮影、再生
する技術に成功してお
り、今後も研究を続ける
ことにより、当初目標に
到達する可能性が高い
ため、このまま推進す
べきである。

る形でもあり、社会生活
のあらゆる情報機器の
基盤技術となりうる可能
性をもつ。この技術は、
わが国だけの独創的技
術として海外にも輸出
できる、成長戦略の一
翼を担う可能性をもつ
技術である。

2374

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

このまま
推進す
べき

大学や公設の研究所の
基礎的研究成果を、い
かに実用化・企業化し
ていくかという観点は、
企業の技術力・競争力
を高めていくために非
常に大切であり、拡充・
推進すべきと考える。 

地域地場産業は、アジ
アをはじめとするの安
価な製品に押されて大
きな影響を被っているう
え、リーマンショック以
降の不況で大打撃を受
けている。これに打ち勝
つためには、いかに高
付加価値なものづくりを
するかが鍵であり、この
意味で、大学・公設試
験場等の成果を企業化
に結び付けていく本事
業は非常に有意義であ
る。

2375

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
研究者の自由な発想に
基づいた人文・社会科
学から自然科学までの
あらゆる分野にわたる
学術研究を支援する重
要な研究資金である。
応募された研究課題を
ピア・レビューによって
採択し、研究の多様性
を確保し、独創的な研
究を支援することによ
り、研究活動の裾野を
広げ、持続的な発展と
知的蓄積の形成に資す
るという大きな役割を果
たしている。

科研費による基礎的研
究に基づく科学技術の
発見や発明は、多くの
社会への還元や新たな
価値創造に結びついて
いる。科研費で行われ
る研究者の自由な発想
に基づく研究は、政策
課題対応型研究開発と
は独立して推進される
ことが必要である。科研
費は、大学における学
術研究を支える研究資
金として、極めて重要で
ある。国立大学運営費
交付金等の基盤的経費
の確保が厳しい現状に
おいて、間接経費も含
め「基盤研究」を中心と
した科研費が果たす役
割は広がっている。

2376

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

科学立国を目指す日本
が、世界を先導して推
進すべき領域であり、
戦略的に推進すべきで
ある。

近年、ようやくこの領域
の発展の芽が育ちつつ
ある。世界を先導する
領域の一つに育て上げ
る好機であり、国家的
支援により当然進める
べき施策。

大学・

世界最高の施設で研究
を行うことは基礎科学
の若手研究者育成にと
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2377

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174 HPCIの構築
このまま
推進す
べき

世界最高性能の計算機
による基礎科学を進め
てほしい。

ってきわめて有効であ
る。また、日本が基礎科
学で世界最高水準を維
持することは、国民の教
育、文化レベルと活力
を高め、技術革新や産
業の創出につながり、
長期的な日本の発展に
寄与する。

2378

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進す
べき

若手・女性研究者によ
る研究開発への支援を
行う「最先端・次世代研
究開発支援プログラム」
を補完し、最先端の研
究開発設備の整備・運
用に必要な支援を行
い、「頭脳循環」による
研究開発力の強化を図
る。また、最先端研究開
発支援プログラム等の
研究内容をシンポジウ
ム等により広く公開する
活動を支援する。

国内外の若手研究者を
引きつけ、国際的な頭
脳循環を加速させるた
めには、研究ポテンシャ
ルが高い研究拠点にお
いて、最先端の研究設
備を整備することが大
きな効果を発揮する。ま
た、最先端研究の成果
を情報発信し研究知識
の交換を推進するととも
に、次世代の科学技術
を担う若手研究人材、
その予備軍となる初中
高等教育層、さらに一
般国民の広い裾野へ知
識を還元して科学の必
要性の認識を高め、我
が国が知的基盤国家と
して持続的に世界の諸
課題の解決に貢献して
いく必要がある。

2379

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIBFが保有している世
界最高の性能を持つ加
速器を使った基礎科学
研究を推進して欲しい。 
また、近い将来に完成
予定の基幹実験設備群
による実験、研究も合
わせて推進してほしい。 
特に現在では資金など
の問題で、上記の加速
器、実験設備を稼働す
ることが出来るのが、年
間で約5ヶ月ほどとなっ
てしまっているので、稼
働期間の延長について
も推進してほしい。

この世界最高の性能を
持った加速器は、日本
国内だけでなく世界中
の研究者から待望され
ていたものである。 
この計画を一層推進す
ることで、日本が当分野
で世界を確実にリードで
きる。 
また、このような世界最
高の施設で研究を行う
ことは基礎科学の若手
研究者育成にとってき
わめて有効であり、そ
のようにして育成された
研究者が増えることで、
10年、20年先も日本が
当分野で世界をリードし
つづけることが可能とな
る。

2380
大学・
公的
研究
機関 50～

文部
科学

24127

発生・再生科
学総合研究

このまま
推進す

科学立国を目指す日本
が、世界を先導して推
進すべき領域であり、

この領域は、日本がこ
れまでも先導的業績を
上げているものの一つ
である。さらに世界を先
導する領域の一つとし
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（独
法・公
設試
等）

59歳 省 事業 べき 戦略的に推進すべきで
ある。

て強化・育成する必要
があり、国家的支援に
より当然進めるべき施
策。

2381

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

医学生物学研究におい
てかかせない貴重な生
物材料の収集・分譲は
研究の発展に必要不可
欠であり、本事業では
多くの生物種を対象とし
た収集・保存を行ってい
る。場合によっては対象
の生物種を多少しぼっ
てでも（できれば対象全
てへのサポートが望ま
しいが）、本事業は継続
すべき。

一般のコレクションとは
性格を異にするナショナ
ルバイオリソース事業
は、我が国の将来にと
って欠くべからずもので
ある。この様な事業は
直接の利益による運営
は不可能（分譲費が高
額になると利用者は激
減する）であり、国費等
によるサポートがなけ
れば、看板のみの幽霊
事業になってしまい、せ
っかくの貴重な材料を
生かした次の発展が望
めない。

2382

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

SPring-8施設の維持や
さらなる整備は、数多く
の共同利用研究者にと
って死活問題であり、減
額することなく推進され
るべきである。

SPring-8はわが国が誇
る世界最高性能の放射
光実験施設であり、ここ
でしかなしえない研究
成果を多数挙げてい
る。公平な審査に基づ
いた数多くの共同利用
研究が進められており、
国立大学法人の運営費
交付金の減額による研
究環境の悪化を補う重
要な施設である。後続
の海外の研究施設に優
秀な研修者が流出しな
いためにも、更なる整備
が必要である。

2383

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143

東北大学G-
COE「分子系
高次構造体
化学国際教
育研究拠点

このまま
推進す
べき

私は、1998年に本G-
OE研究員として雇わ
れ、グローバルな研究・
教育の任務を果たして
きました。 
私は、初めて、世界に
通用する「純国産単結
晶構造解析ソフト」の開
発と無償配布を行いま
した。

現在。このソフトの利用
者は50研究室及び500
人の利用者が登録して
います。日本で初めて
です。このような任務
は、文科省の「学術的
な支援」が必要です。是
非、本研究を含めて、
現存する「G-COE」の研
究費の存続と日本の科
学研究の基礎的な発展
にご協力をお願いいた
します。

世界トップレベル研究
拠点プログラム（WPIプ
ログラム）は、高いレベ
ルの研究者を中核とし

落ちついて基礎的研究
を続けてゆくことが、大
きなブレークスルーを達
成する唯一の道であ
る。ＷＰＩは10年間という
我が国では最長の研究
期間をもって研究拠点
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2384

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
(WPI)

このまま
推進す
べき

て、国際的に開かれた
世界を主導する世界ト
ップレベルの研究拠点
を日本に形成するた
め、世界中の第一線の
研究者を集めるととも
に、研究システム改革
等の取組により研究水
準の一層の向上を図
り、優れた研究環境と
極めて高い研究水準を
誇る「目に見える拠点」
を形成すると同時に、才
能あふれる若手研究者
を育成するものである。

形成、研究活動、研究
者育成に取り組むこと
ができ、これまで問題点
であった、研究者が短
期間で研究費の申請・
評価の対応に追われる
ことなく、研究者がじっく
り腰を据えて研究に取
り組むことができるプロ
グラムである。初年度
から実施中の５拠点
は、いずれも最高の研
究レベルを有し、科学
者コミュニティで広く認
知され、世界中の研究
者から高く評価されてい
る。

2385
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

固体高分子形燃料電池
の技術開発は国主導で
推進していくべきだと思
います。固体高分子形
燃料電池は、CO2の抑
制に非常に効果的な技
術です。京都議定書を
主導する立場にある日
本は、積極的にCO2排
出を抑制する技術を世
界に向けて発信していく
べきです。固体高分子
形燃料電池は、技術的
にある程度確立されて
おります。更に、継続し
て技術開発を推進して
いくことで、世界をリード
する技術を作り上げて
いく必要があると考えま
す。

CO2排出を抑制する技
術開発を国が主導して
推進することは、世界に
対して地球環境を良くし
ようとする日本の姿勢を
強力にアピールすること
ができます。固体高分
子形燃料電池は、太陽
電池に並んで、実用化
が進んでいる技術であ
り、世界に日本の技術
を発信するためには格
好の技術であると言え
ます。世界をリードする
日本の技術を、日本の
姿勢とともにアピールす
る必要があると思いま
す。

2386

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

このような基本的で重
要な施策は当然、継続
されるべきものであり、
むしろ今後さらなる増強
をしていくべきものであ
る。特に、基盤C、若手
Bなどの枠を広げてほし
い。

科学研究費補助金は、
わが国の大学・研究機
関の研究活動を支える
基本的で最重要の施策
である。これがなくなっ
てしまうと世界的にも競
争する力を失い、日本
の科学・技術は衰退す
るのは目に見えてい
る。

大学・
公的

挑戦的萌芽研究の予算
増額は大変良い事であ
ると考えるが、総額の
増加量に対して割り当
て分が大きく、金額全体
の約15%が挑戦的萌芽
研究に割り当てられて
いる。その結果、通常

研究費全体の割り当て
として、挑戦的萌芽研
究、若手研究に重点を
置くという方針には全面
的に賛成する。私は大
学の研究員として本補
助金の恩恵を得ている
が、若手研究員への予
算増額はそのまま若手
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2387

研究
機関
（独
法・公
設試
等） 20～

29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

の研究で使用してきた
予算が大幅に減少して
いる。予算のこの部分
は全ての研究者にとっ
ての基盤であり、これを
減らす事で多くの研究
費用が不足するのは明
らかである。総額を上
げ、最低でも挑戦的萌
芽研究以外の予算総額
を維持するべきである。

育成にもなり、将来優
秀な研究者を生む基盤
になると考えている。だ
がこれまでの成果を見
ればわかるとおり、日本
の科学研究は挑戦的萌
芽研究以外で行なって
いる研究で成り立って
いる。この部分の予算
削減は、世界に対する
競争力をむしろ弱める
であろう。

2388

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員制度は、優
れた若手研究者に対し
て、自由な発想のもとに
主体的に研究課題等を
選びながら研究に専念
する機会を与えることに
より、我が国の学術研
究の将来を担う創造性
に富んだ研究者を養成
している。

世界をリードする質の
高い研究者を養成する
ためには、将来、我が
国の指導的研究者とな
る意欲と優れた能力を
有する者が、大学院博
士課程及び大学院博士
課程修了者等の研究生
活の初期の段階におい
て、研究者を養成する
観点からの適切な指導
を受けながら、主体的
に研究に取り組むこと
ができる機会が必要で
ある。研究者を志す者
に博士課程後期に進学
することを奨励するため
にも、特別研究員制度
の継続的な実施が必要
である。

2389

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学立国を目指す日本
は、幅広い科学・文化
への地道な取り組みあ
なくしては発展はありえ
ず、本事業はその経費
基盤として極めて重要
である。

大学等の研究費の削減
は、特に自然系の研究
の遂行に深刻な支障を
きたすレベルにまで至
っている。このままの状
態が続けば、日本の衰
退は必至であり、また
数年分でも立ち遅れや
人材の流失などが起こ
れば回復は極めて難し
くなる。継続的な支援が
必須である。

2390

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24105

（独）科学技
術振興機構
運営費交付
金 「先端的
低炭素化技
術開発」 

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

『2030年以降の次の段
階に温室効果ガスを大
幅削減しうる独創的で
あり挑戦的な研究開発
成果』を得るには生物
化学分野の支援を欠く
ことが出来ないことを認
識し、適切な規模の予
算を配分すべきである。

デバイスの利用だけで
はなく生産から廃棄ま
でを含む総エネルギー
収支を考慮すると、デ
バイス生産エネルギー
として太陽光を利用でき
る植物の優越性は揺る
ぎない。研究の産業的
価値と人類への貢献の
バランスを上手くとって
頂きたい。

グローバルCOEプログ
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2391

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムでは、世界を相手
に最先端研究で競って
いる研究組織の中から
グローバルCOE拠点が
選考され、大学院の教
育研究機能を強化し、
国際的な最先端研究の
舞台で活躍できる研究
者、世界をリードする人
材を育成し、国際的に
卓越した教育研究拠点
を形成することを目的
に、大学院生やポスドク
を含む若手研究者の育
成事業と最先端研究を
行う現場とが有機的に
連携して、人材育成と
教育研究活動が進めら
れている。

ラムにおいてポスドクは
大きな役割を果たして
いる。大学における研
究活動は、大学院生と
博士研究員（ポスドク）
が中心的な担い手とな
っている。ポスドクを経
験することで研究者とし
て鍛えられ、広い視野
で研究を進める力が磨
かれる。こうした仕組み
は、最先端の研究を担
う世界中の大学や研究
機関で行われている。
人材育成は決して短期
間でできるものではな
く、5年、10年と継続して
初めてその結果が目に
見えてくる。このため、
本事業の継続的な実施
が必要である。

2392

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。

2393
公益
法人

50～
59歳

総務
省

20112

ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

すでに簡単な会話レベ
ルでの自動音声翻訳に
成功しており、当初の目
標にむけて、このまま研
究を推進すべきである。

多言語の音声翻訳技術
は、人類の長年の願望
であり、是非とも実現し
て欲しい技術である。 
この研究開発が成功
し、音声翻訳技術が普
及すれば、名実ともに
グローバルなボーダー
レス化が促進され、人
類の文化、学術の発展
に多大な貢献をするも
のと考えられるから。

大学・
公的

大強度陽子加速器施設
でのニュートリノ研究・
ハドロン研究は、基礎
科学において世界最高
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2394

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設

このまま
推進す
べき

大強度陽子加速器施設
でのニュートリノ研究・
ハドロン研究など先端
加速器による基礎科学
を進めてほしい。

水準を実現しており、こ
れを維持・発展すること
は、国民の教育、文化
レベルと活力を高め、
技術革新や産業の創出
につながり、長期的な
日本の発展に寄与す
る。

2395

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

是非このまま、もしくは
これ以上の予算を配分
して頂きたい。

科学研究費補助金は日
本が世界に誇る基礎科
学を支える唯一といって
よいほどの競争的資金
である。

2396

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

日本発の世界的に認め
られている実験プロジェ
クトであり、そのメリット
を生かしてさらに飛躍し
ていこうとする段階なの
で、ぜひとも継続的な支
援をお願いしたい。

Bファクトリーは小林・益
川にノーベル賞を与え
た重要な施設であり、
現在は素粒子物理学の
「標準理論」を超える現
象の探索で世界の第一
線を進んでいる。このよ
うな重要なプロジェクト
は推進・増強すべき。

2397

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の既存の
大学組織では困難であ
った新しい研究分野の
研究体制を構築し、そ
のための人材育成を行
うことに成功してきた。
競争的な資金配分によ
り、大学運営にも新しい
研究分野でのグローバ
ルなレベルでの研究競
争に取り組むインセンテ
ィヴを生んだ。競争的資
金の獲得が大学にとっ
て魅力的なものにする
ためには、間接費を配
分することが必要であ
る。間接費の復活を含
め増額が必要である。 

グローバルCOEは、日
本の研究大学間の競争
を高め、各大学が得意
分野を自覚し、資源を
集中し効率化していくた
めの起爆剤として十分
に機能した。新しい分野
の教育体制も整ってき
たところで、縮小・中断
することは、拠点に結集
した研究者の雇用を失
わせるだけではなく、育
ちつつある学生の活躍
の場もなくなることを意
味する。 

2398

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

科学立国を目指す日本
にとり、その将来を支え
る人材育成は極めて重
要であり、本事業はこれ
に資する。

若手研究者の身分保障
により、優秀な人材を安
定して育成することが
科学立国を目指す日本
の基盤的な必須事業で
あり、国家的な支援を
当然行うべきである。

食糧の持続的生産のた
めの基礎関連科学は重
要な学術分野であり、イ 基本的に無駄な研究支
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2399

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26107

イノベーショ
ン創出基礎
的研究推進
事業

このまま
推進す
べき

ノベーション創出のため
に基礎研究を支援する
という本事業は今後も
ますます推進すべきも
のの１つである。農林水
産省では農業従事者や
農業支援の施策を多く
行うことは言うまでもな
いが、食糧政策は国家
百年の計として、基礎
的な科学技術支援の方
策も積極的に推し進め
るべき。

援とならないよう、個々
の研究者の配分金額を
考えながら、しっかりと
した科学者支援の事業
を農水省に進めてもら
いたい。短期的な成果
ではなく、国家的に見た
長期の展望も考えなが
ら研究支援を進めて欲
しい。

2400

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

本事業の酵母リソース
は、新しく公開された論
文で開発・使用された、
まさに旬のリソースを、
研究者自身が収集し続
けている世界に類を見
ない貴重なコレクション
であり、絶やすべきでは
ない。

本事業は利潤により運
営できるようなものでは
なく、リソースの質を維
持し続けるとともに、更
に多くの利用を促進す
るには、国のサポートの
もとで、リソースを必要
とする研究者ができる
だけ安価に分譲しても
らえる状況でなければ
ならない。ナショナルバ
イオリソース事業は、我
が国の将来にとって欠く
べからずものであり、現
在と同様のサポートを
強く望むところです。
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